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（午後 １時００分 開議）

（ ） 、 。〇委員長 富岡 修 ただいまから 本日の予算審査特別委員会を開きます

ただいまの出席委員は24人で定足数に達しております。

これより当委員会に付託されました議案第27号 平成24年度むつ市一般会

計予算から議案第34号 平成24年度むつ市水道事業会計予算までの各会計予

算について審査をいたします。

審査は、お手元に配布しております予算審査特別委員会審査予定表並びに

平成24年度予算説明の順序及び説明員の順に従い審査をしてまいります。

ここで市長からごあいさつをお願いいたします。市長。

〇市長（宮下順一郎） 平成24年度予算につきましての予算審査特別委員会開

催に当たりまして、一言ごあいさつを申し上げます。

平成24年度の一般会計は327億6,400万円という金額で、平成23年度、今年

度と比べますとかなりの減額ということになりましたけれども、大規模な事

業等々がかなりめどが立ち、その部分で減っているというふうな形でござい

ます。

また、歳入につきましては、交付税等の落ち込みがございまして、かなり

苦しい予算編成でございました。そしてまた、今年度の、昨年の12月末から

の大雪というふうなものが平成24年度に及ぼす影響、そういうふうなものも

多々ございまして、非常に苦心をいたした予算編成を終えることができ、今

上程をさせていただきご審査をいただくということになったわけでございま

すけれども、基本的には昨日もお話をいたしましたように 「持続可能な財、

政運営 、そして「ネクスト50へのさらなる基盤づくりと飛躍 、そして「市」 」

民協働・参画の社会づくり」の３つを、３本柱に据えまして予算編成に当た

ったところでございます。その意味からして、327億6,400万円、よく予算が

出てきますと語呂合わせがございますけれども 「未来につなげるむつ市の、

予算 、327億 6,400万円 「未来につなげるむつ市の予算」というふうな形」 、

で上程をさせていただきましたので、何とぞよろしく慎重ご審査のうえ、全

議案、全予算につきましてご賛同いただきたくお願いを申し上げる次第でご

ざいます。

また、私さまざまな形でこの委員会、中座をし、出入りが激しくなるかと

思います。その部分におきましては、副市長を初め担当部課長が誠意を持っ

て予算の内容につきましては詳しくご説明をさせていただきたいと思います

ので、中座をすること、そしてまたちょっとまだ最終的に決定しておりませ

んけれども、あす、あさって、仙台のほうの、この雪の対策の件で国土交通

省等の国の出先機関等への要請活動が入る可能性もございますので、その際
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は改めてごあいさつを申し上げまして、お許しをいただきたいと、このよう

に思いますので、よろしくお願い申し上げまして、開催に当たりましてのご

あいさつとさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） これで市長のあいさつを終わります。

審査の日程は、本日と３月７日、８日の３日間を予定しておりますので、

委員各位のご協力をいただきながら、慎重かつ十分な審査が行われるよう予

算審査特別委員長として責務を果たしてまいる所存でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

なお、審査の方法についてでありますが、一般会計予算につきましては、

議事の進行上、初めに歳出の各款ごとに順次概要説明を受け審査し、次に歳

入の一括審査をいたします。そのほかの予算につきましては、議案ごとに一

括説明を受け、審査をしてまいります。

また、説明員につきましては、審査の状況によりまして、課長等の出席も

随時認めたいと思いますので、ご了承願います。

これより議事に入ります。

それでは、まず議案第27号 平成24年度むつ市一般会計予算を議題といた

します。

第１款議会費でありますが、説明、質疑を省略いたします。

次に、第２款総務費について、理事者の説明を求めます。総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） それでは、第２款総務費のうち、総務政策部が

。 。所管するものについてご説明いたします 予算書28ページをごらんください

まず、第１項総務管理費、第１目一般管理費についてでございますが、主

なものといたしましては、２節給料から４節共済費までの特別職及び一般職

員の給与費のほか、14節使用料及び賃借料で下北文化会館使用料など、19節

負担金補助及び交付金で下北地域広域行政事務組合負担金などとなっており

ます。前年度と比較いたしまして2,300万円余りの増となっておりますが、

これは臨時職員等の事業主負担分の保険料率が0.884％上がったことによる

共済費の増及び下北地域広域行政事務組合への負担金の増などによるもので

ございます。

次に、同じく28ページ、第２目企画費についてでございますが、主なもの

といたしましては、１節報酬で長期総合計画後期基本計画策定に係るむつ市

総合開発審議会委員報酬及び国際交流推進員の報酬、15節工事請負費で電気

自動車用急速充電器設置工事費、19節負担金補助及び交付金で下北総合開発

期成同盟会などへの負担金、廃止路線代替バス等運行費補助金を初め、新た

なものといたしまして、北前船文化交流事業に係る負担金などとなっており
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ます。29ページに移りまして、28節繰出金は公共用地取得事業特別会計への

繰出金を計上しております。前年度と比較いたしまして、860万円余りの増

となっておりますが、これは４年に１度実施しております会津若松市への訪

問事業費や北前船文化交流事業費の増などによるものでございます。

次に、同じく29ページ、第４目原子力広報安全対策費についてでございま

す。これは、県から交付されます中間貯蔵施設、東通及び大間原子力発電所

に係る広報・安全等対策交付金を財源とする中間貯蔵施設や原子力発電所等

に関する知識の普及を図るための経費で、主なものといたしましては、９節

旅費で原子力教養講座を初め各種研修会等に職員が参加するための旅費、

13節委託料で市民の原子力発電所等への視察見学会及び高校生を対象とした

大間原子力発電所建設現場見学会の業務委託などに要する経費となっており

ます。

次に、同じく29ページ、第５目文書管理費についてでございますが、主な

ものといたしましては、12節役務費で通信運搬費、14節使用料及び賃借料で

複写機等のリース料などとなっております。

次に、30ページ、第６目人事管理費についてでございます。主なものとい

たしましては、４節共済費で共済組合等負担金、７節賃金で病休、産休に係

る代替職員や事務補助等の臨時職員の賃金、９節旅費で職員の研修旅費など

。 、となっております 前年度と比較して1,350万円弱の減となっておりますが

これは共済費の減が主なものございます。

次に、31ページに移りまして、第11目会計管理費についてでありますが、

これは出納事務に要する経費でありまして、13節委託料の指定金融機関派出

所派遣委託料が主なものでございます。

、 。 、次に 32ページをお開きください 第17目広報費についてでございますが

主なものといたしましては、11節需用費で市政だよりの印刷費など、13節委

託料でエフエムむつ放送業務委託料や市政だより配布委託料など、19節負担

金補助及び交付金でエフエムむつ放送エリア拡大事業費補助金などとなって

おります。

次に、33ページに移りまして、第18目のコミュニティ推進費についてであ

りますが、町内会の集会施設の新設、改築や用地借受料に係る補助、大畑、

川内地区の町内会に対する補助、財団法人自治総合センターが行う宝くじ普

及広報事業費を活用したコミュニティ助成事業に要する経費などとなってお

ります。前年度と比較して2,800万円余りの増となっておりますが、これは

財団法人自治総合センターからの助成を受けて行っておりますコミュニティ

助成事業として町内会等から申請のありました金額を計上したことによるも
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のでございます。なお、事業の採否の確定は４月以降になりますことから、

確定後においては速やかに町内会等へ通知することとしております。

次に、同じく33ページ、第19目経営改善費についてでありますが、主なも

のといたしましては、１節報酬で行政評価委員会及び行政改革推進委員会委

員などの報酬、９節旅費の費用弁償などとなっております。前年度と比較し

て240万円余りの減となっておりますが、これは第５次行政改革の大きなウ

エートを占める市民協働・参画推進経費等を新設した市民連携推進費に移管

したこと等が大きな理由となっております。

次に、同じく33ページ、第20目市民連携推進費についてであります。これ

は、市民協働・参画推進に関する部分を従来の経営改善費から分離したもの

で、新設される（仮称）市民連携推進室の所管となるものでございます。主

なものといたしましては、市民と行政の合同の検討会 （仮称）協働のまち、

づくり市民会議の経費といたしまして、報酬及び費用弁償を計上しておりま

すほか、新たに創設いたします市民提案型補助制度の補助金を計上しており

ます。

次に、同じく33ページ、第21目の情報管理費についてでありますが、これ

は平成22年度から３カ年の継続事業で、平成24年２月に新しいシステムに移

行しました住民記録、税、国民健康保険、介護保険等のデータ処理を行う住

、 、 、民情報システム管理 庁内ＬＡＮを活用した行政情報システム管理 むつ市

横浜町、風間浦村、佐井村の４市町村で構成するむつ下北情報ネットワーク

システム管理、むつ市内の情報通信格差是正のために整備しました光ファイ

バーケーブルの維持管理のための地域情報通信管理などに要する経費でござ

います。主なものといたしましては、13節委託料で住民情報システムでの新

しいシステム再構築業務の委託料、むつ下北情報ネットワークシステム保守

委託料、また新規事業として平成24年度から２カ年で予定しております財務

会計システムの構築のための委託料、14節使用料及び賃借料で住民情報シス

テムなどに係る機器使用料や光ケーブル使用料などとなっております。前年

度と比較して１億6,000万円余りの減となっておりますが、これは住民情報

システム及び行政情報システムの更新に係る委託料の減などによるものでご

ざいます。

次に、34ページに移りまして、第22目行政連絡員費についてでございます

が、１節報酬の行政連絡員に係る報酬が主なものでございます。

次に、同じく34ページ、第23目コミュニティセンター管理費についてであ

りますが、主なものといたしましては、11節需用費で市内12カ所のコミュニ

ティセンターの光熱費など、13節委託料で同じく12カ所のコミュニティセン
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ターの管理委託料、15節工事請負費で小沢地区生活福祉センターの老朽化に

伴う改修工事費などとなっております。

次に、同じく34ページ、第24目市民相談費についてでございますが、主な

ものといたしましては、８節報償費で法律相談弁護士謝礼などとなっており

ます。

次に、同じく34ページ、第25目諸費についてでございますが、これは国か

ら委託されております自衛官募集事務に要する経費などでございます。

次に、同じく34ページ、第26目男女共同参画費についてでございますが、

これは男女共同参画を推進するための男女共同参画推進懇話会及び現行の男

女共同参画推進基本計画が平成24年度で終了することに伴いまして、新たな

基本計画を策定するための経費となっております。

次に、38ページをお開きください。第５項統計調査費、第１目統計調査総

務費についてであります。これは、職員２名の給与費と各種統計事務の費用

及びむつ市史編さんに係る資料収集等の準備に要する経費となっておりま

す。

次に、同じく38ページ、第２目諸統計調査費についてでございますが、こ

れは新年度において実施されます各種統計調査に係る調査員等の報酬及び関

係事務費などとなっております。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） それでは、第２款総務費のうち財務部が所管するも

のについてご説明いたします。それでは、予算に関する説明書の29ページを

お開き願います。

第１項総務管理費、第３目調整費についてでありますが、これは電源立地

地域対策交付金に係る事務及び防衛施設の所在に係る交付金に関する事務等

各種補助元との連絡調整のための事務費であります。

次に、30ページの第７目財政管理費についてでありますが、これはわかり

やすい予算書、決算書の作成に係る経費が主なものとなっておりまして、そ

の他予算の執行管理に伴う事務費であります。

次に、第８目財産管理費についてでありますが、これは市有財産の管理に

要する経費でありまして、主なものとしましては、第12節役務費の公有建物

公用自動車等の保険料1,123万2,000円、第13節委託料の公有財産の管理に係

ります各種業務委託料684万7,000円のほか、第17節公有財産購入費にはシル

バー人材センターに貸し付けを予定しております旧むつ市集会所の跡地の利

。 、用性を高めるため隣接地の購入費253万1,000円を計上してございます また
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昨年度比で1,809万2,000円の減となりましたのは、昭和36年建設の老朽化が

著しかった旧むつ市集会所の解体を平成23年度に完了したことによる工事請

負費の減に伴うものであります。

次に、30ページから31ページにかけての第９目契約管理費についてであり

ますが、これは文字どおり契約事務に係る経費でありまして、工事等の入札

や物品の購入等について、原則管財課において一元的に執行しているところ

でありますが、それらの事務に要する経費でございます。

、 、 、次に 第10目工事検査費についてでありますが これは入札執行事務同様

工事検査室が一元的に検査業務を行うことに要する事務経費であります。

次に、第12目庁舎管理費についてでありますが、これは本庁舎等の維持管

理に要する経費でありまして 主なものは第11節需用費の光熱水費等5,511万、

9,000円及び第13節委託料で施設の維持管理に係る各種の業務委託料6,946万

4,000円であります。なお、旧庁舎につきましては、公用自動車の車庫、そ

れから南庁舎などが引き続き残ることになりますので、それらの維持管理及

び周辺環境の整備に要する必要最小限の経費を計上しておりますほか、庁舎

外構環境基本計画の策定に係る経費を計上しております。

また、昨年度比734万円の減は、庁舎の全体的な維持管理経費の見直しに

より、主に電気料で278万5,000円等節減が図られたものでございます。

次に、32ページの第16目車両管理費についてでありますが、これは市所有

自動車219台のうち財務部管財課及び各庁舎管理課が一元管理しております

公用自動車127台分の維持管理に要する経費でありまして 主な経費は第11節、

需用費の車両運行に必要な燃料費1,348万3,000円及び車検整備等における車

。 、 、両修繕料1,290万5,000円であります また 昨年度比で532万8,000円の増は

人事管理費からの科目がえによる自動車運転手賃金を計上したことと、燃料

費の値上がりや車検のための車両修繕費の増によるものであります。

次に、35ページをお開き願います。第30目財政調整基金費についてであり

ますが、これは年度中途における財政需要に的確に対応するため基金に積み

立てるものでございます。

次に、第31目土地開発基金費、その次の第32目減債基金費、続きまして第

33目公共施設整備基金費でございますけれども、これらはいずれも新年度に

生じる利子を基金にそれぞれ積み立てるものであります。

次に、第34目地域振興基金費についてでありますが、これは電源立地地域

対策交付金を今後の事務事業の財源に充てるため積み立てるものでありま

す。平成27年度以降、普通交付税は合併算定がえの措置が終了し、５年間で

段階的に減少していくことや、電源立地地域対策交付金も徐々に減少傾向と
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なることから、これらの歳入の減少に備え、将来の財源として利用するため

基金に積み立てするものでございます。

続きまして、第２款第２項徴税費についてご説明申し上げます。35ページ

から36ページになります。第１目税務総務費についてでありますが、これは

税の賦課事務に要する経費でありまして 税務課職員の人件費のほか 第13節、 、

委託料では、申告受付支援システム保守料157万5,000円及び固定資産業務支

援ＧＩＳシステム保守料350万5,000円が主なものであります。第14節使用料

及び賃借料は、申告受付システム賃借料353万6,000円及び地方税電子申告シ

ステム利用料303万7,000円であります。なお、前年度比で6,339万1,000円の

減は、平成24年度固定資産評価替え事業のシステムの整備終了に伴う減等に

よるものであります。

次に、第２目市税等徴収費についてでありますが、これは市税の徴収に要

する経費でありまして、第14節使用料及び賃借料は滞納管理システム賃借料

であります。第19節負担金補助及び交付金は、納税貯蓄組合補助金1,791万

5,000円が主なものであります。第23節償還金利子及び割引料は、市税等還

付金であります。なお、前年度比で232万9,000円の減は、市税等還付金の減

等に伴うものであります。

以上、財務部が所管する歳出の説明とさせていただきますので、よろしく

お願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 川内庁舎所長。

〇川内庁舎所長（布施恒夫） 第２款総務費のうち川内庁舎が所管いたします

川内庁舎管理費及び川内地域振興費についてご説明いたします。31ページを

ごらん願います。

第１項総務管理費、第13目川内庁舎管理費であります。川内庁舎の維持管

理に要する経費として予算総額3,825万4,000円を計上しており、昨年度の予

、 。 、算額3,344万円に対し 481万4,000円増加しております 増加の主な要因は

昨年度から３カ年計画で実施している川内庁舎改修事業費が昨年度の改修面

積より増加したことによるものであります。

次に、34ページをごらん願います。第１項総務管理費、第27目川内地域振

。 、興費であります 緊急な地域要望に迅速に対応するための予算でありますが

昨年度の予算額200万円に対し、50万円少ない150万円を計上しております。

以上、よろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 大畑庁舎所長。

〇大畑庁舎所長大畑庁舎産業建設課長（若松 通） それでは、第２款総務費

のうち大畑庁舎管理費についてご説明申し上げます。予算説明書の32ページ
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をごらん願います。

第14目大畑庁舎管理費でございます。大畑庁舎管理費は、庁舎維持管理の

ための全般的なものでありまして、主なものは７節、臨時職員の賃金437万

、 、 、 、 、 、7,000円 11節 消耗品費 光熱水費 修繕料等の需用費747万5,000円 12節

電話料等の役務費109万6,000円、13節、庁舎維持管理、設備の保守のための

委託料1,480万6,000円となっております。

次に、35ページをごらん願います。第28目大畑地域振興費でございます。

この地域振興費は、地域において緊急に対応しなければならない事案が生じ

たとき支出するものでありまして、主なものは11節、消耗品費、修繕料等の

需用費55万円、15節工事請負費50万円となっております。

以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 脇野沢庁舎所長。

〇脇野沢庁舎所長（高坂浩二） 第２款総務費のうち脇野沢庁舎で所管してお

ります費目につきましてご説明申し上げます。32ページをごらんいただきた

いと存じます。

第15目脇野沢庁舎管理費でございますが、これは脇野沢庁舎の維持管理に

要する経費でございまして、予算額は1,387万 6,000円で、対前年度比332万

4,000円の減となっております。主なものといたしましては、７節の賃金の

宿日直管理業務及び一般作業員等賃金279万6,000円、11節の需用費の燃料費

。 、及び光熱水費及び13節委託料の空調機器保守点検委託料でございます なお

前年度比332万4,000円の減は、事務補助と自動車運転手にかかわる賃金でご

ざいまして、配置数が未定でありましたことから、確定後に総務課より支出

することにいたしたことによるものが主なものでございます。

次は、35ページをごらんいただきたいと存じます。第29目脇野沢地域振興

費でありますが、これは地域住民からの要望や緊急時の対応等に要する経費

でございます。予算額は150万円で、対前年度比50万円の減となっておりま

す。

以上でございます。よろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 民生部長。

〇民生部長（奥川清次郎） 予算書36ページから37ページでございます。第２

款総務費、第３項戸籍住民基本台帳費、第１目戸籍住民基本台帳費について

ご説明をいたします。

今年度当初予算額は１億5,508万5,000円となっており、主な支出といたし

ましては ２節から４節 職員の給与費16名分でございますが １億1,859万、 、 、

3,000円、11節これは印鑑登録証明カード、書籍購入費、プリンタートナー
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等の消耗品等の事務費でございます。そして、13節の戸籍総合システムの保

守料378万円と、稼働して既に５年を経過いたしました戸籍総合システムの

再構築事業2,587万2,000円等となってございます。

37ページにまいりまして、14節は戸籍総合システムのソフト使用料273万

5,000円、18節は備品購入費でございますが、導入して10年になり故障が頻

発しております大畑庁舎と脇野沢庁舎分のレーザー複合機の購入費 123万

5,000円となってございます。昨年度予算額１億2,736万 6,000円と比較いた

しまして、2,771万9,000円の増となってございますが、これは戸籍総合シス

テムの再構築事業費と備品購入費が増となったためのものでございます。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 選挙管理委員会事務局長。

〇選挙管理委員会事務局長（成田晴光） 引き続き予算書の37ページからにな

りますが、選挙管理委員会が所管しております第４項選挙費についてご説明

いたします。

第１目選挙管理委員会費は、選挙管理委員会の運営に要する経費でありま

す。主な経費は、第１節の選挙管理委員４名分の報酬及び第２節給料から第

４節共済費までの事務局職員４名分の給与費で、合わせて予算額の97.5％を

占めております。平成23年度と比較しまして208万2,000円の増額となりまし

たのは、給与費の増及び第13節の委託料で期日前投票システム保守管理業務

の費用を計上したことによるものであります。

第２目明るい選挙推進費は、選挙啓発に要する経費であります。主な経費

は、第９節の明るい選挙推進協議会の委員の方々の選挙啓発に係る各種研修

会等のための旅費で、予算額の約95％を占めております。

第３目海区漁業調整委員会委員選挙費は、本年８月７日に任期満了となり

ます青森県西部海区漁業調整委員と、同じく８月14日に任期満了となります

青森県東部海区漁業調整委員の選挙執行に要する経費で、財源は全額県から

の委託金であります。主な経費は、第１節の投票管理者及び投票立会人等の

報酬、第３節の選挙事務従事職員の手当、第７節の臨時職員の賃金、第18節

の備品購入費で、合わせて予算額の78.8％を占めております。なお、第18節

の備品購入費には、投票用紙交付機及び投票用紙計数機をそれぞれ１台購入

する費用を計上しております。

青森県議会議員一般選挙費からむつ市議会議員一般選挙費までの５つの目

につきましては、平成23年度に終了したため廃目となります。

以上で選挙管理委員会が所管しております予算の説明とさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。
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〇委員長（富岡 修） 監査委員事務局長。

〇監査委員事務局長（石田武男） それでは、39ページの第６項監査委員費に

ついてご説明いたします。

監査委員費は、地方自治法に基づきます例月出納検査、決算審査、定期監

査等を行う経費であります。本年度の予算額は4,586万2,000円で、前年度に

。 、比較いたしますと458万8,000円の減少となっております 減少の主なものは

職員給与費でありまして、人事異動に伴い現に在職している職員に変動が生

じたことによります。その他につきましては、監査委員報酬及び費用弁償並

びに事務局に係る経費であります。

簡単ですが、以上でございます。よろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 質疑に入る前に、委員長からお願いを申し上げます。

質疑をされる委員は、大変恐れ入りますが、挙手のうえ議席番号をお知ら

せくださるようお願い申し上げます。

、 。 、 。それでは 質疑に入ります ただいまの説明に対して 質疑ありませんか

半田義秋委員。

〇委員（半田義秋） ２点ほどお伺いいたします。

１つは、28ページのむつ市市民歌制定事業。これは、去年も議会で議決し

まして制定することにしましたけれども、どこまで進んでいるのか、ひとつ

お伺いしたい。

それからもう一点は地域振興費、これは市長が肝いりで地域の振興のため

に各分庁舎所長に200万円、これは地域振興のためには本庁の決裁は要らな

い、自由に使ってくれというお金でしたが、今回は25％減の150万円と大幅

に減額になりましたが、この理由をひとつ教えてください。

〇委員長（富岡 修） 企画調整課長。

〇総務政策部企画調整課長（髙橋 聖） 半田委員のお尋ねにお答えいたしま

す。

市民歌の今の進捗状況につきましては、先月末までに市民歌に係る歌詞を

公募し、市民歌の詞の部分に関する部会で、公募された歌詞の中から４点ほ

ど抽出いたしまして、今後市民歌制定委員会のほうにこれを諮るというふう

な予定になってございます。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 副市長。

〇副市長（新谷加水） これは、財政運営上の厳しさを反映してのものという

ふうなことでございまして、当然ながら多いにこしたことはないわけでござ

いますけれども、緊急かつ必要な経費ということにつきましては、これに限



- 14 -

らず本庁等の関係部課との協議のうえで対応していくというふうなことでや

っていきたいというふうに思っております。

これにかわるものということではございませんが、今般市民提案型補助金

というふうなこと、これは将来的には基金型にしていきたいというふうに考

、 、えているわけですけれども 市民活動を支援する補助金というふうなことで

これらも活用しながら地域の活性化に資していきたいというふうなことでご

ざいます。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 半田義秋委員。

〇委員（半田義秋） もう合併して６年、７年目に入ります。それで、ぜひ市

民の一体化を図るためにこの市民歌を制定するという趣旨のもとで新たなむ

つ市の市民歌をつくるということにしましたけれども、一向にはかどってい

ないようで私は気になってしようがありません。ことしも四百幾らかの予算

がつきましたけれども、なるべく早い段階でこの市民歌を制定し、多くの市

民に早く啓蒙させてほしいなと、そのように思っております。

それから地域振興費、これはかなり使い勝手がいい予算でありましたが、

そこで各庁舎の所長にお聞きします。今まで３年か４年ついたはずですけれ

ども、今まで予算内でほとんどやっておりますけれども、この25％減につい

て、率直に意見を私は聞きたいのですけれども、これについて、地域の振興

に対して何か支障が、やっぱり25％減ということは、あると思うのだけれど

も、率直な意見を聞かせてください。各３人の所長さん、お願いします。

〇委員長（富岡 修） 川内庁舎所長。

〇川内庁舎所長（布施恒夫） 今の50万円減額による影響というふうなことで

ございますけれども、川内庁舎におきましては、実質使用実績として、平成

21年度が120万円弱、それから平成22年度が180万円弱、それから今年度が途

中経過ですけれども、110万円弱となっておりますが、ことしはまだ３月中

の使用等が出てくることと考えておりますので、恐らくことしについては

200万円近くいくのではないかと思っております。

、 、影響と申されましても 目いっぱい使っているわけではございませんので

その年度年度で必要な金額が変わってくるというふうなことで、直接の影響

はちょっと申し上げにくいと思います。

〇委員長（富岡 修） 大畑庁舎所長。

〇大畑庁舎所長大畑庁舎産業建設課長（若松 通） 大畑庁舎の場合でござい

ますけれども、この地域振興費というのは、使い道としてはやはり修繕料と

か、あるいは工事費とか、そういう緊急に市民から要望のあったものについ
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て今まで対応してきました。ですので、その年度によって執行金額も違って

きますけれども、需要が多い場合は、当然ぎりぎりまでというような年もあ

りますけれども、今年度もあと残りたしか30万円ほどだったと思います。若

干のまだ需要はありますので、ぎりぎり使われるのかなと思います。

この減額された影響ということでございますけれども、それはあるにはこ

したことはないわけですけれども、他の既設の予算を利用できる場合は、そ

れを利用しながらやっていきたいと、そのように考えております。

〇委員長（富岡 修） 脇野沢庁舎所長。

〇脇野沢庁舎所長（高坂浩二） 脇野沢地域における地域振興費の決算につい

てお知らせいたしたいと存じます。

平成21年度が179万円ほど、平成22年度が166万 6,000円ほど、今年度は３

月２日現在で62万 9,000円となってございます。平成21年度からスタートし

たと記憶しておりますが、この年度は議会でも話題になったように記憶して

おりまして、脇野沢地域においては市長の意向にそぐわない支出が若干あっ

たような意見もありまして、金額が過去３年間では一番多くなっているわけ

ですが、委員ご指摘の50万円減による影響と申されましても、その年度年度

、 、によって事情が変わるもので 一概に申し上げにくいところがございますが

緊急のものについては、この予算以外で対応していただけるものと理解して

おります。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 半田義秋委員。

〇委員（半田義秋） 各分庁舎所長がはっきり物申せないことは私も重々承知

しておりましたが、これは副市長、住民が緊急を要したときに本当にスピー

ディーに使える非常にありがたい予算でありましたが、これが50万円減額と

いうことになれば、当然各分庁舎所長は予算内でやるでしょうから、やっぱ

、 、 。 、り金があればあるだけ使う なくなればそれは使えない 当然の話 だから

今回のこの大雪でかなり予算も厳しいでしょう、入ってくる金もないので。

それで、こういう身近なところから手をつけていくというような方法はいか

がなものかなと、私はそのように思っております。特に住民に密着するこう

いう予算、これには余り手をつけてほしくないなと、そういうふうに思って

おりましたが、仕方ない、50万円の減額ということで、これ新年度は150万

円の範囲内でやることになるのでしょうけれども、各分庁舎所長も、そのこ

、 、 、 、とを頭に入れて 重要性を 順番を決めて ひとつ新年度やってほしいなと

そのように思っています。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。中村正志委員。
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〇委員（中村正志） 何点か質疑します。

まず、一般管理費の下北地域広域行政事務組合負担金のうち下北文化会館

費についてでありますが、下北地域広域行政事務組合の議会のほうで下北文

、 、 、化会館の指定管理 昨年末決めたのでありますが これ中身を見ていますと

負担しているのはむつ市だけということになっておりますが、これどうなの

でしょうか。近い将来むつ市だけが負担しているということであれば、広域

行政の事務組合のほうになじまなくなるのではないかというふうに考えます

が、その辺あたりの考え方は今現在どのようになっているのでしょうか。

２点目、原子力広報安全対策費の原子力施設等見学会開催事業費、これ新

年度は今までどおりの従来の広報あるいは見学先で行っていくのかどうか。

また、先ほどの説明の中で大間原子力発電所への高校生の見学というふうな

こともお話ししておられましたが、現在工事が中断していて再開するめどは

まだ不透明な部分があるのですが、そこら辺はどのように考えているのか。

次に、庁舎管理費で、来年度も今年度同様のような法律に基づいた節電を

行ったうえでの電気料等の見込みなのかどうか。もし法律に基づいたような

節電を行うとすれば、従来と比べて何％くらいの減を見込んでいるのか。関

連して今年度はまだ終わっておりませんが、どれくらい削減することに成功

できたのかどうか、あわせてお聞きしたいと思います。

次に、先ほど副市長も少し触れましたけれども、市民提案型補助制度補助

金200万円 今回新しい事業でありますが 支出額を200万円とした理由 200万、 、 、

円に意味があるのかどうか、それが１つ。また、今回コースを２つ設けてお

りますが、それでいきますと、限度額が20万円、50万円、それぞれで５分の

４までの補助ということでありますが、これそうしますと事業全体の額が

25万円で頭打ちの事業ということなのか、それともそれ以上の額の総額の事

業であって、限度は20万円までですよというふうなとらえ方でいいのかどう

か。そしてまた、今回このコースが２つでありますが、書かれている内容を

見ますと、いまいちわかりにくいのでありますが、もうちょっと市民団体が

利用するに当たってわかりやすいような説明はできないものかどうか。

また、これは今進めていこうとしている協働参画の中の大きな事業の一つ

だと思いますが、例えばその事業が収益事業みたいな形の事業であっても利

用することができるのかどうか。それとまた、イベントのような事業でも活

用できるのかどうか。

以上、４点お聞きしたいと思います。

〇委員長（富岡 修） 財務部長。

（ ） 、 。〇財務部長 下山益雄 まず 下北文化会館についてのお尋ねでございます
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下北文化会館の運営費につきましては、むつ市が100％を負担するというこ

とで全額むつ市が負担金として納付しておるところでございますけれども、

ただ所有ということでは、これはあくまでも下北地域広域行政事務組合の財

産でございますので、そのありようについては下北地域広域行政事務組合の

ほうの議論がやっぱり先行すべきもので、そちらのほうの議論を優先してと

いうふうなことになろうかと思います。

事務的には、そういう検討も将来的には必要ではないかというふうなこと

は聞き及んでおりますけれども、まだ正式にその検討が、例えば下北地域広

域行政事務組合の議会等で議論の俎上に上がったというふうなことはまだ聞

いてございません。

それからもう一点、庁舎管理費についてでございますけれども、例えば電

気の節減等にどういうふうに取り組んで、どのぐらいの効果があったのかと

いうふうなお尋ねでございます。まず、委員ご承知のとおり、昨年の７月か

ら９月ですか 電力使用制限令というものがございまして 電力使用料の15％、 、

減の節減を、大口の需要家については取り組むようにというふうな政府から

の要請があったところでございます。この庁舎も当初は対象になろうかなと

いうことだったのですけれども、電気の実績を見ましたところ、電気の契約

容量を落としても支障がないというふうなことがわかりまして、契約電力数

を落としてございます。最終的にはそのために当庁舎はその対象外というと

ころになったのでございますけれども、ただやっぱりその趣旨は尊重しなけ

ればいけないだろうということで、ごらんのとおり、例えば廊下等は間引き

で点灯するとか、あるいは執務時間以外のときには、執務室も照明を必要最

小限だけつけて落とすとか、あるいは機器等も必要以外はつけないとか、さ

まざまな取り組みをしておるところでございます。それで、７月から９月の

３カ月間ですけれども、大体うちのほうでは10万 4,718キロワットの減とい

うふうなことで、約23.1％の節減を達成できたところでございます。また、

電気料ではどうなのかということなのでございますけれども、これは昨年の

４月からことしの２月までのまだ途中の段階ですけれども、一応540万円程

度の節減ということになってございます。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 原子力広報安全対策費の見学会の部分でござい

ますけれども、大間原子力発電所の建設現場の見学会というようなことで、

これは高校生を対象に予定している部分でございます。現在工事は中止、中

断されておりますけれども、建設現場を見るというようなことで予定してお
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ります。このほかに東海第二発電所のほうの見学会も予定しておりまして、

東海第二発電所においてはキャスクのほうも見られるというようなことでご

ざいます。また、親子エネルギー関連施設見学会等も予定しております。

それから、市民提案型補助制度の部分でございますけれども、補助制度の

概要をまず私からご説明したいと思います。市民が自らのアイデアで自ら行

うまちづくりに市がお手伝いするというようなコンセプトでございます。対

象となる事業といたしましては、地域の課題解決、活性化を目的とする公益

的事業、提案団体自らが企画実施するもの、そしてまた原則として市内で行

う事業、年度内に完了する事業などをイメージしております。補助金の種類

につきましては、先ほど委員からお話ありましたけれども、スタート応援コ

ース、ステップアップコースの２つのコースがございまして、提案者のほう

から出された部分につきましては、仮称の協働のまちづくり市民会議のメン

バーらによります審査会で事業採択するかどうかを決めると。事業終了後に

は、成果報告会なども公開で行うというようなことを予定しております。

200万円の理由につきましては、政策推進監のほうからご説明申し上げま

す。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部政策推進監。

〇総務政策部政策推進監（花山俊春） 部長説明に補足して説明させていただ

きます。

市民提案型補助制度、この部分に関しましては、議案第27号の資料として

補助金関係資料の３ページに載っておりますので、そこも参照していただき

ながらご説明したいと思います。

まず、委員お尋ねの中で200万円とした理由というふうな部分がございま

、 、 、したけれども 資料の４番に書いてありますように 初回に当たりますので

限度額を設定しているわけですけれども、どの程度の事業が上ってくるか、

見積もりが詳しくはできない、そういうふうな状況ですので、８団体くらい

補助したいと、そういうふうな考えのもと、１件について25万円くらいの補

助額だろうということで200万円設定いたしました。そこの部分に関しまし

ては、ほかの自治体でも既に八戸市とか弘前市とか五所川原市、それから十

和田市も同様のスキームの補助金制度を実施しております。そこでとってい

る限度額とか、それから予算額というものも参考にしてございます。

それから、委員お尋ねの中にコースの中身がわかりにくいというふうなお

話がありましたけれども、来年度当初にここの部分については要綱をきちん

と定めたいと考えております。市民への広報も、４月以降市政だよりとかで

公募していくことになるわけですけれども、そのときにはもう少しどういう
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ふうな事業が該当になるのかというところも含めて広報しながら、わかりや

すいような注釈をつけて募集をしたいと考えております。

、 、それから 収益事業も可なのかというふうなお話がございましたけれども

あくまで市民団体自らが実施する公益的事業というふうな定義をしておりま

す。イベントとかも可能なわけですけれども、収益を主とするようなものと

いうのは、やはりはじかれることになるかと思います。ちなみに、ほかの実

施しているところで採択されている事業でお示しするとイメージを抱きやす

いと思いますので、二、三例お示ししますと、いわゆる有用微生物群を活用

したＥＭ菌とかを活用した生ごみリサイクル体験学習会、そういうものを開

催するのに補助したり、それからまち歩きガイドブックの作成とか、実際に

ガイドを実践するための費用ということに補助したり、それから民話の普及

活動に補助したり、それから一部で駅伝大会をやるとか、そういうものに補

助したりということで、地域の問題解決とか、または活性化に資するような

事業活動に補助する、そういうふうなスキームとして考えております。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） 私先ほど電気料の節減のところで、平成22年、平成

23年対比で540万円の節減というふうなことでお話し申し上げましたけれど

も、実は対比の比較の平成22年度の数字が12カ月に対しまして、平成23年度

のほうが３月の実績出ておりませんので、11カ月となっておりました。１カ

月誤差がありますので、その分を差し引きますと、節減額は約260万円にな

りますので、おわびして訂正いたしたいと思います。申しわけありません。

〇委員長（富岡 修） 中村正志委員。

〇委員（中村正志） 下北文化会館につきましては、市長もいれば市長の考え

を聞きたかったのですが、下北地域広域行政事務組合のほうでも聞いてみた

いなというふうに思います。

、 、 、原子力施設等見学会についてなのでありますが 従来どおり行う 内容的

あるいは施設も大体従来どおりということなのでありますが、やはり今の現

状を考えますと、そこにもう一工夫があってもいいのではないかなというふ

うに思います。ただ、補助の関係でそういうふうなものを変えるのはなかな

か難しいのかもしれませんが、そのような考えも来年度以降ぜひ持っていた

だきたいなというふうに思います。

市民提案型の補助制度でありますが、今の説明である程度理解する部分は

あるのですが、先ほど副市長の話の中にもあったのですが、かわるものみた

いな発言をされておりまして、私が今回これが出たときに、その点を一番懸
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念したのです。今まで行っていた補助がこれに変わってしまって、ほかのほ

うの補助がなくなるというふうなことはあってはいけないなというふうに私

は感じております。むしろ進めていく部分に当たって、本来であれば行政が

行うことが望ましい事業なのでありますが、それがなかなかできない。それ

を市民がやる、そういうふうな事業にこそたくさん門戸を広げていくような

補助制度になっていただきたいなというふうな願いを持っております。新年

度は、取っかかりでありますから、やりながら中身は充実していくものと思

いますので、そのあたりのことも念頭に入れていただきたいと思います。

ちょっと具体的なことを聞きますが、新年度何月ころの募集とか、そうい

うふうなことは考えて、現時点で決まっていたら教えていただきたいと思い

、 、 、ますし これは募集は１回で行うのでしょうか それとも複数回設けるのか

そのあたりももし現時点でわかっていましたら教えてほしいと思いますし、

先ほど（仮称）協働のまちづくり市民会議でということでありましたが、こ

れの立ち上げの時期もいつくらいになるのか、現在めどがついていたら教え

ていただきたいと思います。

〇委員長（富岡 修） 副市長。

〇副市長（新谷加水） 先ほど地域振興費のところで、この市民提案型の補助

金ということを代替ということで申し上げたわけではございませんが 200万、

円という非常に少ないお金の中でスタートさせるということで、おのずと限

界が、１件ごとの使い道ということでは限界があるわけでございますけれど

も、先ほど申し上げましたように、これを基金型にしていくと、もっと大型

のものにしていくというふうなことの発展を考えますと、さまざま我々これ

から将来に向かって市民協働・参画というふうなことをずっと目指していき

たいというふうな、そういうことでのまちづくりを目指していきたいという

ふうに考えているわけでございまして、その中で市民自らの創意工夫という

ふうなことを大事にしていきたいと。そういうもので取り上げられるものに

ついては、こういうふうなもので拾っていきたいと。できることであれば、

それを支援して、一緒にやっていくという形のものを目指してまいりたいと

いうことでございますが、とりあえずはこの形で、20万円、50万円というわ

ずかな事業費ということでございますけれども、これとてもいわゆる創意工

夫によってはさまざまな展開、効果を見出せるものというふうに思っており

ますので、これを契機に市民にＰＲして、市民がいろんなことに提案してい

く、こういうことができないか、ああいうことができないかというふうなこ

とを提案してもらいながら、広げていけるような制度を構築していきたいも

のと考えているところでございます。
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例えば青森市等では、一例として聞いたことがあるのは、たまたま空き地

があったところを市民の要望によって、そこを児童公園のような形で住民自

らが構築していったというふうな、これは少しお金がかかるわけです。そう

いうふうなことも例として聞いたことがございます。そういうふうなことも

取り込める制度になれれば非常に理想的かなというふうには思っております

けれども、一挙にそこまではいけないというふうなことでございます。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部政策推進監。

〇総務政策部政策推進監（花山俊春） お答えいたします。

委員お尋ねの中で２点ほどございました。まず、市民提案型補助制度の部

、 、分と それから協働のまちづくり市民会議の立ち上げについてですけれども

関連しますので、協働のまちづくり市民会議のことを先に申し上げたいので

すけれども、協働のまちづくり市民会議に関しましては、６月定例会にでき

れば条例提案して立ち上げたいと考えております。というのは、委員として

の身分をきちんと非常勤特別職とするという意味で条例提案を考えているも

のです。それで、その関係もありまして、この補助制度に関しては、協働の

まちづくり市民会議を中心とするメンバーで審査会を持って採決していきた

いというふうに考えておりますので、どうしても立ち上げ後に審査というこ

とになります。ですので、早くても７月ころに審査会を開いて事業採択する

、 、というふうになりますので 逆算して募集期間を１カ月くらいと考えますと

５月ころの市政だよりで公募して、６月いっぱいくらいで募集をすると。そ

れで、７月に採択して事業開始していただくと、そういうふうなスキームに

なろうかと思います。それで、その１回の募集だけでなくて、年度内でその

事業を終了するということが大前提になりますけれども １回の募集で200万、

円の限度額に満たないような申請である場合は、さらに下期とかでも事業の

募集をしていくことも考えられると思っています。

以上です。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。浅利竹二郎委員。

〇委員（浅利竹二郎） 今中村委員からいろいろ質疑がありまして、市民提案

型の件ですけれども、これについてもう少し深くお聞きしたいと思います。

具体的ないろいろ理事者側のほうで考えていることを大体説明をいただき

ましたけれども、もう少し具体的にこういうものを念頭に置いているとかと

いうことがあればご説明いただきたいと思います。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） お答えいたします。

同じような趣旨の補助制度、県内他市でも実施されております。今回当市
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でこのような制度を創設するに当たりましては、他市の事例等も参考にして

おります。具体的には、先ほど政策推進監のほうから幾つか紹介がございま

した。そのほかには、あとシニアのためのＩＣＴ普及活動、あるいは食文化

の伝承ということで親子みそづくり体験教室の開催といったようなもののほ

か、スポーツ大会とか釣り大会の開催といったようなものがございます。市

におけるさまざまな課題に対しまして、行政では思いつかないような妙案と

か、さらにはきめ細やかさが発揮される事業のご提案を大いに期待している

ところでございます。

〇委員長（富岡 修） 浅利竹二郎委員。

〇委員（浅利竹二郎） 先ほどの説明の中に地域の活性化ということも考えて

いるということがありましたので、その地域活性化を重点的に取り入れたも

、 、のが採用にならないのかなということで 実は先般大湊で街コンというのを

地域の若い者を中心に計画しまして、非常に盛大に終わりました。こういう

ことも対象にしてほしいのですけれども、どうでしょうか。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 街コンにつきましては、新聞報道等もございま

して、大変な盛況ぶりだったというようなことが伝えられております。これ

は、地域の活性化、そして市民の交流を促進するというようなこと、さらに

は長い目で見ますれば少子化対策の一助にもなる可能性もあるというような

ことで、この補助制度の趣旨には合致しているのではないかと考えておりま

すけれども、事業採択に当たりましては、来年度立ち上げますまちづくり市

民会議において審査をするというようなことでございますので、現段階での

言及は控えさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 浅利竹二郎委員。

〇委員（浅利竹二郎） わかりました。それで、この制度を市民に広く使い勝

手のいいものに育てていってもらいたいということを要望しておきます。

以上です。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。斉藤孝昭委員。

〇委員（斉藤孝昭） 今の市民提案型補助制度について、関連しますので、質

疑させていただきます。

まずはこの提案型、市民からの提案を受けて補助を出すというふうな制度

をつくるのと同時に、今まで既得権で補助を受けていたさまざまな細かい事

業があったと思います。本来であれば、こういう提案をする場合は、そうい

う既得権が長年続いている補助金を廃止して新しいものに移行していくとい

うところがまずは基本的な考えになると思いますが、そういう検討がされた
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のかどうか、まず最初にお聞かせ願いたいと思います。

〇委員長（富岡 修） 副市長。

〇副市長（新谷加水） 補助金の種類はさまざまあるわけでございまして、で

きるだけ運営補助はしないということで、事業補助を優先して残していくと

いうような格好を原則としてはとっているということでございます。さまざ

まな団体の地域におけるいわゆる貢献、そういうふうなものを勘案しながら

補助をしているというふうな状況でございますので、基本的にこの市民個人

個人のレベルを対象とした制度、若干それとは峻別といいますか、別に考え

るというふうなことでのいわゆる制度構築ということでございます。

〇委員長（富岡 修） 斉藤孝昭委員。

〇委員（斉藤孝昭） 今取りかかりですので、最初はそういう考え方で進めて

いっても構わないと思いますが、先ほどから話もあったのですが、たった

200万円でというふうなことの話もありますし、やりたいことをできるだけ

多くしてもらうためには、将来補助金の増額も必要だと思います。さらに１

回目の質疑でしました、本当にこれが既得権ではなくてその地域に貢献して

いる今まで長年続いている事業なのかという精査も当然していかなければな

らないと思うのです。そこで、今副市長がお話しされた個人のというふうな

ことになりますと、まずは手続が面倒だと思います。どういうふうな手続に

なるのかわかりませんが、行政側に提出する資料、または提案書などは一般

の方は簡単につくれるような状況ではないと思います。いいアイデアがあっ

ても、そのアイデアを文章にしたり、提案をしたりするということはなかな

か一般の市民の皆さんには難しいと思いますので、窓口となる行政の部署の

方々には、やはり参考になるような資料またはこういうふうなやり方だと提

案書としてうまくいきますよというような説明をする方が必要だと思います

が、その準備のほうはどのようになっているでしょうか。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 組織的な部分でございますけれども、新年度か

らそれらを総合的に扱います市民連携推進室を設置する予定でございます。

そこの職員がこれらに対応することになりますけれども、申請等の書類等に

つきましては、先ほど委員からご指摘ありましたように、これまでの市の補

助金事業等とはすみ分けを図るような要綱を制定することとなると思いま

す。その要綱の中にそういう様式等もきちんと決めまして、それによって申

請をしていただくことになろうかと思います。

〇委員長（富岡 修） 斉藤孝昭委員。

〇委員（斉藤孝昭） 繰り返しますが、だれでも簡単に申請ができる方法にし
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てもらいたいということと、あとはやはり職員の窓口になる方々がこういう

ことをしたいのだけれどもという話をしに来る市民、個人または団体の方の

提案をしようとしている内容をよく聞いてあげること、そしてそれが職員の

助言によってできるだけ多く形になれるようなシステムをやはり行政側とし

てつくるべきだと思うのです。そこのところは、ぜひ総務政策部長にもお願

いしたいことだし、ぜひやってほしいと思いますが、どうでしょうか。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 今委員からお話ありましたように、よく話を聞

いて、相談に乗るというような部分については、この市民連携推進室に限ら

ず、市役所全体としてそういうふうに取り組んでまいりたいと思っておりま

す。よろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。山本留義委員。

〇委員（山本留義） 済みません、関連質問です。今でないと発言できないの

で、ちょっと。

実は私、市長が議員の時代から、自分たちの税金、そして今の電源三法交

付金も含めて、例えば市民の百人委員会とかそういうのをつくって、自分た

ちの税金、少なくともそういうものを市民がみんなでアイデアを寄せ合って

市民提案型でやれる時代をつくりましょうよという話をずっとしていたので

すけれども、今そういう市民提案型のこれがのってきたのですけれども、今

これ走りなので、例えばそういういろいろこれから事業のあれがあると思う

のですけれども、私は走りが一番だと思うのです。これをつくって、これは

だめ、あれはだめとこれから削っていくのではなく、そういう形の中で将来

的に私が先ほど言ったようなものになるようなものなのか、そこまで考えて

の今の提案型の事業なのか、その辺をまず教えていただきたいと思います。

〇委員長（富岡 修） 副市長。

〇副市長（新谷加水） 予算編成、あるいは事業提案ということでは、予算編

成については、市民参画の部分で市税の１％分について事業提案をいただく

とか、そういうことをやっているところもございますけれども、今のところ

予算編成全体にわたって市民参画を願うというふうなことはなかなか難しい

のではないかなというふうに思っております。とりあえずは、とりあえずと

いう言い方はおかしいですけれども、我々が市民協働というふうなことを推

進していくということにつきましては、市民の皆さんに市政に関心を持って

もらって、市のまちづくりということに一緒に汗を流していただくというこ

とが、そのいわゆるモチベーション、持っていただくということがとても大

事なことでございまして、それなしに予算だけをいじくるといいますか、そ
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こだけに参画してくるというふうなことはなかなか難しいのではないかなと

いうふうに思っております。そういうことで、これはまだテストケースにな

るのかもしれませんけれども、まずここからスタートして大きく、大きくと

いいますか、もっといい制度にスケールアップできるような形に持っていけ

ればというふうに思っているところでございます。

〇委員長（富岡 修） 山本留義委員。

〇委員（山本留義） 今副市長に答弁していただきましたけれども、恐らく市

長もおでかけ市長室とかいろいろな形で市民の声を聞いているのですけれど

も、これ関連しますから言いますけれども、私どもの地域は中間貯蔵施設を

含めた電源三法交付金をいただいているわけです。それによって、そういう

ものを受けながらでも、やっぱり市民が自分たちでこのまちをよくしようよ

、 、 、 、と そういう思いを持っていくためには たかが200万円 走りといえども

やっぱりもうちょっと精査して、そういうことの計画を、進めているのであ

れば私は言いません。そういうのがないのであれば、例えば今のこの騒がれ

ている時代に、そういう金を市民も、自分たちの税金は自分たちでもそれな

りに使えるのだと、そういう計画をするべきであって、200万円か幾らのこ

れで何か市民提案型、余りにも私はこういう予算の執行はちょっといかがな

。 。ものかなと思います 今の私の話に対してもう一度お願いしたいと思います

〇委員長（富岡 修） 副市長。

〇副市長（新谷加水） 確かに200万円というお金は、１件20万円、50万円と

いう事業規模ですので、非常に限られたものになるかと思います。ただこれ

は先ほども申しましたけれども、いわゆるスタート、ともかくテストケース

というふうなところからの制度でございますので、いきなりこれ1,000万円

とか１億円とかという、そういう格好で提案を募るというふうな制度という

ことにつきましては、若干リスクが伴うのかなというふうなところもござい

ます。当然ながらそのスケールのよってはその考える事業、アイデアも違っ

たものに当然なるとは思うのですけれども、こういうふうな制度がむつ市に

できたのだというふうなことがＰＲできてくれば、市民のほうからももう少

しスケールアップしてくださいとか、こういう事業を取り上げられるような

制度構築にスケールアップしてくださいとかという、そういうふうな要望に

もつながってくるのかなというふうなことだと思います。ぜひこれを契機に

市民の皆さんにも自ら動く、自ら企画するということになれていただきたい

といいますか、自ら能動的に動いていくというふうなところをぜひ期待した

いなというふうに思っているところでございます。

〇委員長（富岡 修） 山本留義委員。
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〇委員（山本留義） そうなるように私どもも考えますし、先ほどから言って

いるのですけれども、例えば電源三法交付金の電気料の各家庭に対する還元

も、市長は前向きな答弁したけれども、この冬の豪雪で恐らくそれもできな

い。そうすれば、やっぱり市民提案型というこういう立派なものですから、

そういう意味ではそういうのを含めて、市民が少しでも自分たちで何か集団

をつくって、そういう形の中でそういう金も含めて参画できるようなもので

あればいいなということを要望して終わります。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。濵田栄子委員。

〇委員（濵田栄子） ３点ほどお尋ねいたします。

第２目の企画費で29ページの電気自動車急速充電器設置事業費で1,061万

4,000円提案されておりますけれども、この場所と、利用については一般の

方も使えるのかということをお願いいたします。

それから、31ページの第13目、第14目、第15目ということで、川内庁舎管

理費、大畑庁舎管理費、脇野沢庁舎管理費のところでお聞きいたします。川

内庁舎3,825万4,000円 大畑庁舎2,781万4,000円 脇野沢庁舎1,387万6,000円、 、

と経費が提案されておりますけれども、この大きな違いは川内庁舎の改修事

業費というのが1,427万円盛られております。川内庁舎は、どちらかという

と新しい庁舎と思っていたのですけれども、その部分が違うと思います。そ

して、今の職員の数と、それから庁舎の建設の年月日をお聞きいたします。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 電気自動車の充電器の関係でございますけれど

も、この設置場所につきましては、川内庁舎の駐車場を考えてございます。

また、一般の人も使えるかというようなことでございますけれども、当分

の間無料でご使用いただけるようにしたいと考えております。

〇委員長（富岡 修） 川内庁舎所長。

〇川内庁舎所長（布施恒夫） 濵田委員の各庁舎の管理費の違いというふうな

ことで、各庁舎の建設年次というふうなことでしょうか。川内庁舎は、平成

16年３月に完成いたしております。それから、庁舎の職員数は、現在31名で

ございます。

〇委員長（富岡 修） 大畑庁舎所長。

〇大畑庁舎所長大畑庁舎産業建設課長（若松 通） お答えいたします。

大畑庁舎は、昭和53年の竣工でございます。32年経過しておるということ

でございます。

それから、職員の人数でございますが、現在29人だと思っております。

〇委員長（富岡 修） 脇野沢庁舎所長。
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〇脇野沢庁舎所長（高坂浩二） 脇野沢庁舎は、平成19年度より使用しており

ます。

、 、 、職員数につきましては 正職員が23名 臨時がそのほかにいるわけですが

とらえ方が難しいので、運転手から清掃の作業も宿日直もということになる

と、ちょっと他の庁舎と若干認識が違うと思うので、正職員が23名というこ

とでとどめたいと思います。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 濵田栄子委員。

〇委員（濵田栄子） 申しわけありません、各地区の人口ももう一度お知らせ

をお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 川内庁舎所長。

〇川内庁舎所長（布施恒夫） 川内地区の人口でございますけれども、今正確

な資料ございませんが、4,800人程度です。

〇委員長（富岡 修） 大畑庁舎所長。

〇大畑庁舎所長大畑庁舎産業建設課長（若松 通） 大畑地区の人口でござい

ますけれども、はっきりした人数は、今資料がございませんので、つかんで

おりませんけれども、8,200人台だったと思います。

〇委員長（富岡 修） 脇野沢庁舎所長。

〇脇野沢庁舎所長（高坂浩二） 同じく正確な数字か否かはちょっと疑問な点

がございますが、千九百八十数名だったと記憶しております。

〇委員長（富岡 修） 濵田栄子委員。

〇委員（濵田栄子） もう一度繰り返します。川内庁舎は、市民4,800名に対

して職員31名、そして大畑庁舎は市民8,200名に対して職員29名、脇野沢庁

舎は、市民千九百八十数名に対して23名となっております。今税金の申告が

盛んに行われているところです。それぞれの庁舎の窓口で行われていると思

います。市民の数が多ければ生活に密着した仕事が多うございます。ふえて

おります。なかなか新たな企画立案するまで庁舎の中でできない状況にあり

ます。ですから、この仕事の所在をはっきり本庁舎と分庁舎の分担、どこま

でが分庁舎でやればいいのか、どこを本庁舎が主導してやるのか、その辺の

分庁舎と本庁舎の役割分担をはっきりしていただきたいと思います。別に大

畑庁舎の所長から言われたわけではございません。

合併いたしまして、均衡ある地域の発展ということをそれぞれの旧町村で

は望んでおります。何とかその辺のバランスを考えて、企画立案はその他の

職員はすべて本庁舎に集結しております。本庁舎が主導して、そして分庁舎

と連携をとりながら、それぞれの事業を進めていただきたいと思います。副
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市長、お願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 副市長。

〇副市長（新谷加水） 組織のあり方ということについては、私ども合併した

市でございますので、この分庁舎のあり方ということは非常に大きな課題と

いうことでございます。少数精鋭の中で各分庁舎との連携をうまくとりなが

ら地域経営をしていくということについては、まだまだ課題が多いわけでご

ざいますけれども、それぞれの地域の自負心を大事にしながらやっていくに

はどうしたらいいのかというふうなところを踏まえながら、今後の組織のあ

り方ということについて、十分検討してまいりたいというふうに思っている

ところでございます。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。横垣成年委員。

〇委員（横垣成年） ３点ほどお願いいたします。

まず、29ページの原子力広報安全対策費でありますが、中村委員も聞いて

おりましたが、これについて、昨年と大体同じような中身が次年度も行われ

るということで、福島県ではああいう大きな原発事故があったわけで、私は

少しはこういう事業は見直しとかてこ入れというか、いろんな別の事業とい

、 、うか そういう中身になるのかなということで若干期待はしていたのですが

大体同じ中身だということで、庁内ではこの事業をやるに当たって、何か議

論があったのかどうか、そこの議論の中身をちょっとお知らせいただければ

なというふうに思います。

、 。 、次に 30ページの財産管理費のところです 公共用地購入費ということで

これシルバー人材センターが使う土地を買う253万1,000円ということであり

ますが、昨年度はこのシルバー人材センターが使っていた建物を解体するの

に2,100万円出費していると 来年度は また同じ団体のために253万1,000円。 、

使うということで、これから当然土地を整備したら建物を建てるというふう

な流れになるのですが、これからもまだ市のほうとしては何か出費があるの

かどうか、これをお聞きしたいなというふうに思います。

３点目ですが、38ページで統計調査総務費のむつ市史編さん資料収集費と

いうことで148万4,000円計上されているのですが、これは大体どういう中身

になるのかをちょっと教えてもらえればなというふうに思います。合併する

前は、川内だとかいろいろ編さん史、議会の図書館にもあって、ちょっと見

たりしているのですが、それぞれあるのですけれども、これはどういう形の

編さんになるのかなと。それこそ合併した以降のものになるのか、それとも

ずっと過去までさかのぼったものになるのかどうか、ここのところをちょっ

と教えてもらえればなと思います。
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以上です。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 原子力広報安全対策費でございますけれども、

部内でどういう議論があったのかというようなことでございます。広報・安

全等対策交付金は、福島第一原子力発電所の事故があったからといって減額

されるものではございませんで、例年どおりの部分で参っております。福島

第一原子力発電所事故以降、見学できる施設というのが大分限られてきてお

ります。大間原子力発電所は、まだ建設工事、中断されたままですので見ら

れますけれども、柏崎とかそういうところについては見学ができないという

ようなことで情報が入っておりますので、今年度まで行っております東海第

二発電所等の見学をするというようなことでございます。

市史につきましては、課長から答弁いたします。

〇委員長（富岡 修） 企画調整課長。

〇総務政策部企画調整課長（髙橋 聖） 横垣委員お尋ねの市史に関する部分

でございますが、合併以前の市町村において、それぞれ村史、町史、それぞ

れの現在編さん、発行している部分がかなり異なっております。それで、今

回は現代編といたしまして、合併までの部分を一律にまとめる予定としてお

りまして、今現在の予算では市史に関する新聞記事、それから各市町村で発

行しております広報紙ですか、こういうものの中からまず関連する記事等を

、 。収集する それをデータ化するというふうな業務のための予算でございます

以上です。

〇委員長（富岡 修） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） 財産管理費についてのお尋ねでございます。旧集会

所の土地は、昭和35年に旧集会所の用地のためということでご寄附をいただ

いたという経過がございます。今回こういう予定としておりますのは、その

ときの残地というふうなことになってございます。それから月日がたちまし

て、周りにどんどん家が建ってそこのところが残っていたということが１つ

でございます。

また、今年度に老朽化した建物を解体し、設置しましたところ、もう周り

が高くなっていることと、私どものほうでもその整地のために土盛りをした

ということで、その土地だけが周りから取り残されたような低い低地になっ

ておりまして、うちのほうからの水がどんどんそちらのほうに流れるという

事態になってございます。そのために、今後の市の土地の活用等を考えた場

合には、この時期に一体として活用を考えたほうが有効に使えるだろうとい

うことで今回の購入に至ったという、こういう経緯でございまして、これか
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らも何かその団体に対して特定の便宜を図るのかということのお尋ねでござ

いましたけれども、これ以上のことは別に考えてございません。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 横垣成年委員。

〇委員（横垣成年） 最初の原子力広報安全対策費についてですが、特に議論

はなく、これの予算が計上されたというふうに理解いたしますが、やはり私

は福島原発を受けて、こういう事業というのは、それこそきちんと精査しな

ければならない事業だなというふうに思っております。それこそ申請すれば

来るのだから、何でも申請すればいいというふうな今状況ではないなという

ふうに私は考えております。これは、ちょっと事業の内容をお知らせ願いた

いのですが、基本的には原子力のＰＲ、そして原子力は安全ですよというの

を基本におりてくるお金であるかどうかというのを、まずそこを最初確認し

たいのですが、ということであるならば、福島第一原子力発電所の事故を受

けて、安全かどうかということを今国挙げて議論している最中ですから、そ

ういう中でこのむつ市が高校生を、それこそ私たち大人ですよね、高校生は

まだ未成年、そういう未成年の高校生の方に、安全ですよという前提のこう

いう事業を行うというのは、やはりどうかなというふうに思いますので、そ

このところをちょっとお考えをお聞きしたいなというふうに思います。

それと、公共用地のところでありますが、これ以上お金は出費しないとい

うふうなことでちょっと安心はしたのですけれども 私はできればこの250万、

円も出さないで済ます方法はないのかなというふうなことを思うのですが、

今の説明だとちょっと引っ込んでいる部分で、一体で利用するには不都合が

あるということでありますが、今までそれがなくてもやれていたので、これ

はどうせ、どうせと言ったらあれですけれども、無償で貸すという性格の土

地なものですから、そういう土地に対してこれ以上お金をかけない形で対応

できなかったものかなというふうなことを再度お聞きいたしたいと思いま

す。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） この事業、これは原子力のＰＲのため、推進の

、 、ためかというようなことでございましたけれども 私たちといたしましては

原子力に対する正しい理解を得るためというような認識でございます。

〇委員長（富岡 修） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） その土地の件でございますけれども、先ほども説明

申し上げたところでございますけれども、まず経緯は、昭和35年にそのご寄

附をいただいたときの残地であるという点が１つございます。また、今後を
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考えた際にも、ここは委員仰せのとおり、シルバー人材センターの事務所用

地として貸し付けを予定している用地でございますけれども、財産の所属は

あくまでも市にございます。今後高齢化社会も踏まえまして、その事務所用

地あるいは倉庫の用地、それから駐車場の用地等を考えたときに、土地はあ

っても余ることはないだろうというふうに考えてございます。この機会です

ので、現在取得するほうがより効果的であろうというふうに考えてございま

す。

〇委員長（富岡 修） 横垣成年委員。

〇委員（横垣成年） 最初の原子力のほうですが、正しい知識を得てもらうと

いうのがこの中身だということであるならば、やはりそれこそ今の事故が起

こった福島のああいう事故の状況なんかもしっかり伝えていくというのもこ

れも正しい知識でありますので、そういう事業もやってもらえるものかどう

かというのもぜひお聞きしたいと思います。また、ぜひそういうこともやっ

てほしいなというふうに思います。

それとあとシルバー人材センターのほうにお貸しする土地でありますが、

この土地、ちなみに何坪ぐらいの土地なのでしょうか。やはりそういう意味

ではなるべくお金をかけないで、それこそ今市ではいろいろ売りに出してい

る土地がありますね、緑町だとか。そういう売りに出している土地がある一

方、何か市が直接使う土地でないのにこういう土地を購入するというのも何

か非常に矛盾した現象かなというのも感じるのですが、そこら辺も含めて、

どうせ貸すのであれば、今例えば市がまとまって持っている別の土地を、こ

れどうぞ使ってくださいというふうなやり方も逆にあるかなというふうに思

うのですが、そこも含めて、土地がどれくらいの広さかというのも含めてよ

ろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 福島の事故等についても伝えてほしいというよ

うなことでございますけれども、この原子力広報安全対策費では、緊急時対

応研修とか、原子力に関する研修、あと原子力研修講座、教養講座等にも職

員等が参加する予定となっております。これらの部分で当然福島第一原子力

発電所の事故のことについては十分な情報を得てくるとは思っております。

また、資料収集というようなことで、福島第一原子力発電所の事故に関す

る部分については、そういうところでは情報収集も可能ではないかと思って

おります。

〇委員長（富岡 修） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） まず、取得する土地の坪数はということのお尋ねで
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ございますけれども、38坪でございます。

片や売る土地があるのに新たに土地を求めるのも変な話ではないかという

ふうなお尋ねでございますけれども、やはり売る土地というのは、今後の活

用の可能性があるのかどうか等の検討を交えながら、これは遊休資産として

売却していいのかどうかという検討もしながら売却に付している土地でござ

いますので、その土地と何かに使いたいということで新たに求める土地と、

これを一緒に論じるのはちょっと乱暴な話であろうというふうに思ってござ

います。

また、売る土地があるのだから、そちらのほうを貸したらどうかというふ

うな考え方もあるのかもしれませんけれども、それもやはりその借り入れを

したいという団体のさまざまな事情等もございまして、そっちを一方的にこ

ちらのほうから、ここが余っているのでここを使いなさいと、またそういう

ふうなことにもいかないものと思います。向こうからの希望があり、こちら

のほうが、その希望に沿えるのかどうか、それら総合的に判断して、最終的

、 、 。に貸す 貸さないというふうな判断になろうかと そういうふうに思います

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。白井二郎委員。

〇委員（白井二郎） 36ページの納税組合の助成金、特に連合会の件について

お聞きします。

たしか連合会の事務局は、役所でやっていると思っています。その会議と

いうか、全体会議といいますか、総会といいますか、単会の会長を集めた会

議の席でも、恐らく担当者が出席しているのではないかなと思っております

が、その際に今年度は46万円の予算を例年どおりつけておりますが、単会の

というか、組合のほうからも１人幾らという金が連合会に行っていると思っ

ています。その会費を値上げしてくれということを連合会のほうから組合長

会議で要請があったということは本当でしょうか。まずその辺を。

〇委員長（富岡 修） 税務調整監。

〇財務部税務調整監（赤田比等史） 今現在は30円いただいております。

（ だから、それを値上げ……」の声あり）「

〇財務部税務調整監（赤田比等史） 値上げしてくれといったのは、要請され

たのは、去年、おととしです。おととしに若干上げてくれというお話はあり

ました。現在は30円ずつ、１人につきいただいております。

〇委員長（富岡 修） 白井二郎委員。

〇委員（白井二郎） おととしあったという話、去年ではないということです

か。何か私が聞きますと、去年組合長会議で上げてくれと。というのは、な

ぜ私がこのようなことを聞くかといえば、45万円の連合会の補助金があるわ
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けです。ということは、この内容は連合会の組織強化を図るためということ

で、実際的には研修旅行を１回やって、総会をやって大体終わりという感じ

になっていると私は認識している。それはそれで結構なのですが、今現在ど

この組合も組合員数が減っております。また、当然組合員数が少なくなると

いうことは、集めるお金も当然少なくなると。当然少なくなれば、補助金も

少なくなると。各組合も、いろんな面で大変苦慮しているのも実際でござい

ます。現在来年度からは、コンビニとかその辺ででも納めることができます

し、今後ますます組合員数は激減していくと思っていますが、やはりこの辺

を踏まえて、各組合に対しましては、今後余り負担をかけないで、一生懸命

ある程度ボランティアで集めておりますので、その辺のところも配慮して、

会議がありましたら、値上げといった連合会が吸収するのでなく、連合会の

ほうからも何とか単会のほうへ、組合のほうへ頑張ってくださいということ

で行政のほうからも何とかお話があれば、私もよろしいと思いますが、その

辺のところはどのように考えているのでしょう。

〇委員長（富岡 修） 税務調整監。

〇財務部税務調整監（赤田比等史） ぜひ白井委員のご要望におこたえしたい

と思います。実際納税組合は年々減っております。ただし、減っております

けれども、集金力といいますか、大体国保税も合わせて６億5,000万円です

か、それぐらいの税金を集めていただいておりますので、行政評価なんかで

納税組合に対する補助金がちょっと多いのではないか、25％ですか、予算書

にもありますけれども、多いのではないかというお話もございますが、我々

事務方にすれば、まだまだ頑張ってほしいというのが現状でございます。た

だ、それぞれの納税組合は、何せ高齢化になっておりまして、集金して歩け

ないとか、そういう状況で年々減っております。そのために、減るのはしよ

、 、うがないのですけれども 税金を納めやすいように委員おっしゃったように

、 、郵便局で納められるようにするとか コンビニで納められるようにするとか

いろいろ私たちも考えております。それで、減っている納税組合ですけれど

も、今後まだまだ頑張ってある程度のことはやっていただきたいなと期待し

ております。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。上路德昭委員。

〇委員（上路德昭） 先ほどもちょっと出たのですけれども、電気自動車用急

速充電器設置事業費、これは今この状態では余り意味がないと思われる事業

かもしれないですけれども、これ多分あと数年先になれば非常に意味がある

大きな事業だと思っているのですが、長期総合計画の中で平成25年度からは

予算がついていない状況になっていますけれども、今回川内のシェルフォレ
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スト川内駐車場内に設置して終わりということでよろしいのでしょうか。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） ただいま上路委員、長期総合計画そのものでは

なくて実施計画のほうかと思いますけれども、急速充電器につきましては、

できれば下北一周ぐらいできるような形で随所随所に充電器があればいいな

というようなことで頑張っているところでございますけれども、北通りのほ

うについては、風間浦村さんとか大間町さんとか佐井村さんとかという他自

治体の部分もございますので、なかなか積極的にそちらのほうにもお願いす

るというようなこともできない状況にございます。気持ちとしては、半島を

一周できるような形で充電器を設置したいなというようなことでございます

けれども、現在実施計画のほう、平成25年度にのっていないというようなこ

とでありますけれども、できればその次でものせていきたいなと考えており

ます。

〇委員長（富岡 修） 上路德昭委員。

〇委員（上路德昭） 今回川内にも設置するということで、それはすごくいい

ことだと思うのです。皆さん私よりもはるかに旅行者の方々と触れていると

思うのですけれども、私の中では旅行者に触れたときに、まずこの下北に来

るとなったときに、電気自動車を利用して観光に来るという方をメーンター

ゲットにしている事業だと思うのですけれども、少なくとも私が接している

観光者のほとんどが、まず下北に来て恐山に行くとかで、その次は大間町に

行ってマグロを食べて帰ってくるというのが結構多いのです。今回川内に設

置するのも悪いことではないのですけれども、まずは優先度的に考えれば、

今回事業費がちょっとなかったというだけでちょっと言ったのですけれど

も、自分は車が好きなので、基本的に大体１回の80％の充電で百五、六十キ

ロ今の技術できっと行けると、たしかそうだったと思うのですけれども、確

かに大畑に設置したほうがいいのではないかというふうなのが１点あるので

すけれども、横浜町にあって、むつ市で充電して、そのまま大間町に行って

帰ってくるというような一周旅行というか、それも考えたときに、大畑にも

あったほうがいいのではないかと思うのですが、どうでしょうか。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） むつ地区から大畑地区、25キロぐらいというよ

うなことでございますけれども、多ければ多いほうが旅行者等もよろしいか

と思います。七戸十和田駅、七戸町のほうでもかなり電気自動車のほう、力

を入れておりまして、七戸町のほうにも充電器があるというようなことでご

ざいますので、半島内に幾つかあればよろしいかと思いますが、大畑のほう
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についても検討させていただきたいと思います。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。東健而委員。

（ ） 、〇委員 東 健而 先ほどの濵田委員の関連質疑になると思いますけれども

人事管理費の中、30ページ、この説明の中に臨時職員管理費というのがござ

います。この管理費が5,628万8,000円ですか、相当金額にしても多いわけで

ございますが、この中身はどういうふうなのに使われているのか。

そして、この職員の待遇ですけれども、継続して雇用されているのか、そ

れとも単年度で雇用が打ち切られているのか、まずそこのところをお伺いい

たします。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 臨時職員の賃金の部分でございますけれども、

ここで見ておりますのは事務補助、あるいは育児産休代替、病休代替の52人

分をここでは見ております。そのほかに時間外手当とか通勤手当等を含めま

して5,600万円余りというようなことでございます。

任用につきましては、原則６カ月というようなことで、６カ月、そして６

カ月の１年が最長というようなことで対応してございます。ただ、職種によ

っては専門的な部分、あるいは資格を持った部分というようなことがござい

ますので、それ以上に雇用している方もございます。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 東健而委員。

〇委員（東 健而） この臨時職員の管理費については、余りにも金額が大き

いなと思いましたので、お尋ねしたわけでございますが、そのほかに各分庁

舎のほうにも、このような臨時職員賃金というのが計上されています。この

中でもやはり同じような経費だと思いますけれども、平成24年度の予算の中

にスポーツ推進委員とかいろんな臨時職員の予算を持ってございますけれど

も、これとの関連性はないわけですか。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部政策推進監。

〇総務政策部政策推進監（花山俊春） 東委員の臨時職員の雇用に関しての部

分ですけれども、まず先ほどお話に出ましたスポーツ関連の委員ですか、審

議会、そういう方々は非常勤の特別職というふうなことになっておりますの

で、報酬で各款項目のところで盛られている職員になろうと思います。

それで、人事管理費のほうで盛っております賃金、それから各款項目で盛

られている賃金、それはそれぞれの部署部署で事業とか抱えております、そ

の関係で雇っている臨時職員というのもございますので、その事業費の中に

充てるためにその款項目に盛っているという部分もございます。先日もちょ
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っと説明した部分あったかと思いますけれども、平成24年度におきまして、

市役所の中、教育委員会とか企業局も含めますと、臨時職員として雇用され

ている方が270名ちょっとということになりますので、全部の款項目を足し

ていけば、それくらいの人数の措置をしているということになるわけです。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 東健而委員。

〇委員（東 健而） 臨時職員の数を問題視しているわけではございませんけ

れども、ただ私は最近いろんな面で臨時職員をふやそう、そして雇用のため

の対策を考えようという本市の取り組みについては大変評価しているもので

すけれども、ただその人数が多くなればなるほど、この公務員ということに

。 、対しての守秘義務というのが生まれてくるわけです そのための本市の対策

臨時職員を採用した場合のその守秘義務に対する対策というのはどのように

管理されているのでしょうか。

〇委員長（富岡 修） 総務政策部政策推進監。

〇総務政策部政策推進監（花山俊春） 臨時職員等の守秘義務に関してのお尋

ねかと思います。

地方公務員は特別職と一般職に分けられております。地方公務員法が適用

になるのは一般職でありまして、地方公務員法の中で公務員は守秘義務を課

されているわけです。臨時職員の場合は、その地方公務員法が適用になる一

般職でございますので、あえてうたわなくても法的には守秘義務はもう雇用

の都度課されていると、そういうふうなことでございます。もちろん本人の

ほうにも雇い入れの通知が出されますけれども、そういう中でも守秘義務が

あるのだよということはうたっております。

もう一つの特別職のほうに関しては、先ほど申し上げましたように、各調

査とかに当たる審議会の委員とか、そういう方々が当たりますけれども、非

常勤の特別職の方々については、地方公務員法が適用になりませんので、任

用の通知または要綱とか条例の中で、その守秘義務を課すような条項を設け

てうたっております。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。

（ なし」の声あり）「

〇委員長（富岡 修） 質疑なしと認めます。

これで第２款総務費についての質疑を終わります。

ここで午後３時15分まで暫時休憩いたします。

午後 ３時０５分 休憩
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午後 ３時１５分 再開

〇委員長（富岡 修） 休憩前に引き続き会議を開きます。

次は、第３款民生費について、理事者の説明を求めます。保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） それでは、第３款民生費のうち保健福祉部で所

管しております項目についてご説明いたします。予算書40ページをごらんい

ただきたいと存じます。

第３款民生費、第１項社会福祉費、第１目社会福祉総務費であります。社

会福祉総務費は、一般職員30人分の給与、民生委員児童委員の活動費、市社

会福祉協議会への活動費補助金、下北地域広域行政事務組合負担金等にかか

わる経費が主なものでございます。職員30人分の人件費及び下北地域広域行

政事務組合の負担金、社会福祉協議会への補助金などで全体の96.5％を占め

ております 予算計上額は ４億3,808万6,000円となり 対前年度比較で126万。 、 、

2,000円の減となっております。これは、保健福祉部職員の人件費と下北地

域広域行政事務組合の人件費でそれぞれ増減がありましたものの、結果的に

相殺され、若干の減となったものでございます。

次に、第２目障害福祉費であります。障害福祉費は、身体障害者、知的障

害者、精神障害者のいわゆる３障害の自立支援に向けた各種福祉サービス等

に要する経費と重度心身障害者医療費助成事業などに要する経費が主なもの

であります。実質的には、20節の扶助費で全体の93.5％を占めております。

予算計上額は13億2,732万 9,000円となり、対前年度比で１億7,442万4,000円

の増となっております。これは、旧体系の入所施設が新体系への移行による

支給量の増加、法改正によって県から権限移譲される新規サービスの支給量

の増加などによるものであります。

次に、41ページをごらんいただきたいと存じます。第４目民生社会費であ

ります。民生社会費は、防犯団体や青少年の健全育成団体にかかわる経費で

ありまして 当該団体等への助成が主なものであります 予算計上額は183万、 。

、 。 、3,000円となり 対前年度比較で６万8,000円の減となっております これは

当該団体への補助金等の減によるものであります。

次に、42ページをごらんいただきたいと存じます。第９目障害程度区分認

定審査会費であります。障害程度区分認定審査会費は、障害者自立支援法の

施行に伴い、下北圏域５市町村で共同設置した障害程度区分認定審査会に要

する経費で、認定審査会委員の報酬及び一般職員２人分の人件費が主なもの

であります。予算計上額は1,990万円となり、対前年度比較で360万円の減と

なっております。これは、主に人件費の減によるものであります。

次に、43ページをごらんいただきたいと存じます。第２項老人福祉費、第
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１目老人福祉総務費であります。老人福祉総務費は、一般職員15人の給与、

老人福祉にかかわる各種サービスの事業委託料、老人クラブ連合会及び単位

老人クラブに要する負担金補助及び交付金、介護保険施設改修事業費、さら

には老人ホーム入所等に要する扶助費及び介護保険特別会計への繰出金に要

する経費であります。予算計上額は10億5,856万 3,000円となり、対前年度比

較で1,963万2,000円の増となっております。これは、主に人件費の増による

ものであります。

、 。 、 、次に 第２目老人憩の家管理費であります 老人憩の家管理費は 福寿荘

禄寿荘、長寿荘、いわゆる老人憩の家３カ所の維持管理及び臨時職員に要す

る経費であります 予算計上額は1,249万6,000円となり 対前年度比較で17万。 、

6,000円の増となっております。これは、３カ所の老人憩の家に設置してお

りますＡＥＤ、いわゆる自動体外式除細動器のバッテリー及びパットの交換

をすることによるものであります。

次に、44ページをごらんいただきたいと存じます。第３項児童福祉費、第

。 、 、１目児童福祉総務費であります 児童福祉総務費は 一般職員17人分の給与

、 、放課後児童健全育成事業 通称なかよし会の指導員31人分の賃金及び運営費

さらにはひとり親家庭医療費助成事業、ファミリーサポートセンター事業等

に係る経費を計上いたしております。予算計上額は、２億3,125万2,000円と

なり、対前年度比較で1,369万8,000円の減となっております。これは、主に

人件費の減によるものであります。

次に、45ページをごらんいただきたいと存じます。第２目子ども手当等措

置費であります。子ども手当等措置費は、文字どおり子ども手当の支給に要

する経費であります。予算計上額は８億1,340万2,000円となり、対前年度比

較で２億3,484万9,000円の減となっております。これは、制度内容の改正に

よ伴う支給額等の変更によるものであります。

次に、第３目児童扶養手当措置費であります。児童扶養手当措置費は、母

子世帯、父子世帯等の生活の安定と自立の促進を図るために支給する児童扶

養手当とその支給事務に係る経費であります。予算計上額は４億902万円と

なり、対前年度比較で1,059万7,000円の減となっております。これは、対象

児童の減少と支給手当額の改定による減額によるものであります。

次に、第４目少年センター費であります。少年センター費は、むつ市少年

センター規則に基づく少年センター運営事業に係る経費で、少年指導員の街

頭 巡 回 指 導 等 の 報 酬 と 旅 費 が 主 な も の で あ り ま す 。 予 算 計 上 額 は 16 0万

5,000円となり、対前年度比較で4,000円の減となっております。

次に、第５目保育所総務費であります。保育所総務費は、保育所の入所決
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定等の事務にかかわる経費であります。予算計上額は46万 7,000円となり、

対前年度比較で132万4,000円の減となっております。これは、保育システム

機器の保守対応期間が終了したことによる業務委託料の減額によるものであ

ります。

次に、45ページから46ページをごらんいただきたいと存じます。第６目保

育所費であります。保育所費は、公立保育所４カ所の職員32人分の給与と臨

時職員25人分の賃金及び運営費並びに法人立保育園への運営費に要する経費

であります。ちなみに、平成24年度の認可保育所の設置状況は、公立保育所

が ４ カ 所 、 法 人 立 保 育 園 が 11カ 所 と な っ て お り ま す 。 予 算 計 上 額 は 12億

2,419万 4,000円となり、対前年度比較で１億58万9,000円の減となっており

ます。これは、人件費の減と民間保育園改築への助成がなくなったことによ

るものであります。

次に、第７目児童館費であります。児童館費は、大畑地区にあります児童

厚生施設の中島児童館、湯坂下児童館、正津川児童館３館の管理運営に要す

る経費で、臨時児童厚生員の賃金、遊戯施設、消防用設備等の点検業務委託

料が主なものであります。予算計上額は1,846万5,000円となり、対前年度比

較で48万 2,000円の増となっております。これは、臨時児童厚生員の人件費

の増によるものであります。

引き続き46ページから47ページをごらんいただきたいと存じます。第４項

生活保護費、第１目生活保護総務費であります。生活保護費は、生活費や医

療費に困窮する被保護者の生活保護申請等に係る経費、一般職員21人分の給

与及び生活保護事務に要する嘱託医の報酬などの経費であります。予算計上

額は１億5,219万 6,000円となり、対前年度比較で47万 7,000円の減となって

おります。これは、主に人件費の減によるものであります。

次に、第２目扶助費であります。生活保護扶助費は、生活費や医療費等に

困窮する被保護者に対して、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、最

低限度の生活を保障するための経費であります。予算計上額は22億 3,733万

6,000円となり、対前年度比較で2,251万 3,000円の増となっております。こ

、 。れは被保護人員の増に伴う生活扶助 医療扶助等の増によるものであります

以上が保健福祉部で所管しております民生費の予算案であります。ご審議

のほどよろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） 民生部長。

（ ） 、 。〇民生部長 奥川清次郎 それでは 41ページをお開き願いたいと存じます

第３款民生費、第１項社会福祉費についてでございます。第３目国民年金

費からご説明をいたします。予算額は12万 8,000円で、前年度と同額になっ
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てございます。これは、国民年金の資格取得及び年金の裁定請求など、各種

届出の受理等の法定受託事務と広報や各種相談の窓口対応など協力連携事務

に要する経費で12万8,000円を計上したところでございます。

次は １目飛びまして 第５目交通安全対策費でございます 予算額は995万、 、 。

8,000円で、前年度と比較して29万5,000円の減となってございます。交通安

全対策費の主なものは、交通整理員の報酬等の経費として632万8,000円、交

通安全の啓発、交通災害共済、設備の維持管理費など、交通安全対策の経費

といたしまして238万1,000円、交通安全団体への補助金124万9,000円でござ

います。

次に、第６目交通広場管理費でございます。予算額は398万6,000円で、前

年度と比較し96万円の増となってございます。児童・生徒の交通安全意識を

高めるための交通広場管理費でございますが、主なものとして、外部委託す

る た め の 経 費 267万 7, 0 0 0円 、自 転 車、 バ ッ テリ ー カ ー等 備 品 購入 費 81万

6,000円でございます。なお、増額となってございますのは、交通安全視聴

覚教材等の購入が主な内容でございます。

次に、第７目公害対策費でございます。予算額は469万7,000円で、前年度

と比較し、241万1,000円の増となってございます。公害対策費は、これまで

の公害対策審議会及び河川等の水質検査に関する経費のほか、新たに騒音や

振動対策業務が加わったことによります経費として11万 7,000円、市内の河

川等の水質検査に要する経費として178万9,000円、自動車騒音や悪臭など、

測定経費といたしまして249万4,000円となってございます。主なものといた

しましては、公害対策審議会運営経費11万 7,000円、市内23河川の水質、田

名部川の底質及び陸奥湾の海水調査の検査委託経費178万9,000円、悪臭公害

測定検査費として７万7,000円、さらに平成24年度から騒音、振動、悪臭、

公害規制が市に移譲されることになり、その中で自動車騒音の常時監視が必

要となりましたことから、常時監視業務委託料として241万5,000円を計上し

てございます。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 大畑庁舎所長。

〇大畑庁舎所長大畑庁舎産業建設課長（若松 通） それでは、第３款民生費

のうち総合福祉センター管理費についてご説明申し上げます。予算説明書の

42ページをごらん願います。

。 、第８目総合福祉センター管理費でございます 総合福祉センター管理費は

施設の維持管理のための経費でありまして、主なものは11節、消耗品、光熱

水費等の需用費1,423万5,000円、13節、施設維持管理、設備の保守のための
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委託料960万6,000円 15節 冷温水器発生機の分解整備のための工事費501万、 、

2,000円であります。

次に、44ページをごらん願います。第２項老人福祉費、第３目老人福祉セ

ンター管理費でございます。老人福祉センター管理費は、施設を維持管理す

るための経費でありまして、主なものは11節、消耗品、光熱水費、修繕料等

の需用費180万 7,000円、13節、施設維持管理のための委託料293万円となっ

ております。

以上で説明を終わります。よろしくお願いいたします。

〇委員長（富岡 修） ただいまの説明に対し、質疑ありませんか。横垣成年

委員。

〇委員（横垣成年） 44ページの児童福祉総務費の放課後児童健全育成事業、

なかよし会のことですが、これは31人分の人件費を計上されているというこ

とでありますが、この31人はどういう身分になっているのか。正職員になっ

ているか、臨時の対応かというのをちょっとお聞きしたいと思います。

それと、45ページの保育所費の病後児保育事業が前年度の大体半分です、

240万円ということで減らされているのですが、これなぜ減らされているの

か。需要が結局なかったということなのかどうか、ちょっと理由をお聞かせ

願いたいと思います。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） ２点ほどのお尋ねかと思いますけれども、まず

通称なかよし会につきましては、身分上は臨時職員ということになっており

ます。

２点目につきましては、担当課長のほうからお答えさせます。

〇委員長（富岡 修） 児童家庭課長。

（ ） 、〇保健福祉部児童家庭課長 山中 勝 今の横垣委員のお尋ねですけれども

病後児保育事業につきましては、利用人数によって補助金が違っていますの

で、昨年と変わっています。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 横垣成年委員。

〇委員（横垣成年） 最初のほうのなかよし会のほうですが、臨時の対応だと

いうことで、臨時ということですと、みんな労災とか社会保険はそれなりに

入っていると思うのですが、そこのところもちょっと確認したいのですが、

何か聞くところによると、そこに従事していた方がけがをしたと、そしてけ

がをして、それを労災申請しようとしたら、それ全部お金は父兄持ちになる

よとかと言われて労災申請をとめられたというふうな話を聞きましたもので
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すから、そういうことに結局なるのか、職場でけがをした場合は、そういう

ことになるのかどうかというのをちょっとお聞きしたいと思います。

そして、２点目の病後児のほうですが、できればもっと予算をふやして、

実施箇所もふやしてほしいなというふうに私は思っているのですが、私の知

り合いのお子さんも、結局風邪引いたということになれば自宅に帰されるの

ですよね、みんな。結局父兄さん方の負担になってしまっているということ

で、私はそれなりの需要はあるのかなというふうに思っていましたので、そ

ういうのに対応できるような体制に現在はなっているものかどうか。そこの

ところ、ちょっとお聞きしたいなと思います。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） まず１点目についてお答えいたします。

臨時職員という扱いでございますけれども、先ほどの第２款のほうの審議

の中でもお話がございましたように、我々職員と同等の条件として雇用して

おります。したがいまして、横垣委員がおっしゃいました事例につきまして

は、詳細はちょっとわかりかねますけれども、公務災害というふうな形で処

理したものと思われます。

また、もう一点のほうですけれども、現在はいわゆる小学校あるいは中学

校の空き教室を利用した形でやられております。現在は、もう市内の小学校

はほぼやられている状況にありますので、今後そういうニーズ等がもし確実

に見込まれるようであれば、教育委員会のほうとも連携しながら対策はとっ

ていかなければならないというふうには思っております。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。工藤孝夫委員。

〇委員（工藤孝夫） 介護にかかわる部分でお尋ねいたします。

24時間巡回型サービスだということで、新しい事業だということで始まる

と思うのですけれども、これに手を挙げる施設はございますでしょうか。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） 現在のところ、先月でしたか、１事業所で地域

限定という形でご相談にいらっしゃった事業所があります。まだ確実に事業

を開始する云々という話には至っておりませんけれども、積極的な意思があ

るというふうに認識しております。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 工藤孝夫委員。

〇委員（工藤孝夫） 単純な質問なのですけれども、これをやるという事業所

がなかったら、これ市の事業としてどうなのでしょう。
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〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） お答えします。

実は、24時間巡回型サービスにつきましては、今回の介護報酬等で目玉の

一つとして国が非常に推進している事業であります。しかしながら、この事

業に１つ大きなデメリットがありまして、運用的なもの以外でデメリットが

ありますけれども、それをまず申し上げますと、報酬が定額、要するに月額

で定額だと。つまり何回訪問しても介護報酬が同じだというのはちょっとデ

。 、 、メリットとして考えられます あとは 間接的な運営という話になりますと

当然地域的な問題があります。遠距離、例えば距離がかさめばかさむほど当

然ガソリン代、油の諸経費等がかかりますから、そういう面でのコスト面で

事業所側で手を挙げるかどうかという部分では非常に不安があります。した

がいまして、そこの部分を例えば直営でということになりますと、これはま

すます今人員のスリム化も図られていますので、なかなか立ち上げるという

のは難しいものではないかなというふうには考えております。

いずれにいたしましても、24時間巡回型サービスにつきましては、在宅サ

ービスのメニューが１つふえるという意味合いにおいては、非常に私どもも

今後考慮していかなければならない事業というふうな認識は持っております

けれども、その辺あたり自前でやるということはなかなか現実的に難しいも

のがあろうかと思います。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。濵田栄子委員。

〇委員（濵田栄子） 44ページの第３項児童福祉費ですけれども、第１目の児

童福祉総務費のところに児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費とありますけ

れども、この事業の内訳を教えていただきます。これが１点。

次に、45ページ第３目の児童扶養手当措置費ですけれども、父子世帯数と

母子世帯数の数をお知らせください。

次に、47ページの第２目扶助費ですけれども、生活保護費が22億3,732万

6,000円計上されておりますが、何世帯で何名かをお知らせください。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） 児童虐待・ＤＶ対策の事業につきましては、現

実的には事例はそんなにあるものではございません。また、あってはいけな

いものでございます。ただ、実際的には要保護児童対策協議会等、そういう

運営の会議を設置いたしまして、またケース会議等も開きながら、リアルタ

イムにケース、ケースに対して対応しているということで、その経費という

ふうなことになります。
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あとの何か数点のお尋ねについて、それぞれ所管の担当課長より答弁いた

させます。

〇委員長（富岡 修） 児童家庭課長。

〇保健福祉部児童家庭課長（山中 勝） 濵田委員にお答えいたします。

母子家庭の児童扶養手当の世帯数は853件となっています。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 生活福祉課長。

〇保健福祉部副理事・生活福祉課長（工藤利樹） 扶助費の積算に係る被保護

者の来年度の想定人数でございますが、この扶助費は８種類ありまして、そ

れぞれで積み上げてございます。主な扶助費が生活扶助費、医療扶助費、そ

れぞれ人数が違うのですが、それぞれで計算しまして、粗々で申し上げます

と、おおよそ世帯数で1,300程度になろうかと思います。それから、人員で

申し上げますと、今現在1,777人程度でございますが、それと同等程度かな

というふうに想定しております。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 濵田栄子委員。

〇委員（濵田栄子） ＤＶ対策事業ですが、まだ件数はそんなにないというこ

とですけれども、事例としては平成23年度はどういう形がありましたか。ま

た、児童委員等もいると思うのですけれども、連絡体制とか、そういう協力

体制はどのようになっていますでしょうか。

〇委員長（富岡 修） 児童家庭課長。

〇保健福祉部児童家庭課長（山中 勝） 今年度のＤＶの相談等は５件であり

ます。児童虐待も５件であります。

以上であります。

〇委員長（富岡 修） 濵田栄子委員。

〇委員（濵田栄子） 通報等はどういう状況の中で児童虐待が発見されました

でしょうか。

〇委員長（富岡 修） 児童家庭課長。

〇保健福祉部児童家庭課長（山中 勝） 民生委員からの直接のお電話や一般

市民からの電話もあります。それと、あとは児童相談所のほうからのお話も

あります。

以上です。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。斉藤孝昭委員。

〇委員（斉藤孝昭） 43ページの長寿社会づくりソフト事業費交付金と青森県

地域支え合い体制づくり事業費補助金について質疑させていただきます。
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まずは、敬老会の開催事業のニーズを調査するという事業で210万円つけ

ておりますが、具体的に何をするのか。調査するだけでこんなにお金がかか

るのか、ちょっと不思議ですので、お答えを願いたいと思います。

次は、健やかコミュニティモデル地区育成事業費補助金という真新しい事

業で、これは財団法人地域社会振興財団からの100％補助になっております

が、事業の内容が下北半島キッズスキースクールＩＮ釜臥パート２となって

。 、 、おります 世代間交流ということでありますが 名目がキッズということで

ちょっとどういうことかなというふうに思いましたので、具体的な事業内容

をお知らせください。あわせて事業主体がむつ市勇気ランド子供教室となっ

ておりますが、この団体はどんな団体なのかお知らせください。

次に、地域支え合い体制づくり事業費補助金ということで134万円ほどつ

いておりますが、これも具体的にどんな事業の内容なのかを説明願うのと同

時に、事業主体が生活・介護サポーター連絡協議会となっております。これ

は、どんな団体なのかお知らせ願います。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） お答えいたします。

、 、まず 敬老会の開催事業のニーズ調査費ということでございますけれども

これは先般の議会の一般質問で鎌田ちよ子議員からもご質問が出ておりまし

たけれども、それとはまた別に市で行っている行政評価というものがありま

して、その部分でも敬老会の見直しというふうな提言がなされております。

といいますのは、現行の敬老会のやり方の中で出席率が30％を切っていると

いうふうな状況もありますので、まずそのやり方でいいのか。また、75歳以

上の方全員の敬老を祝うという趣旨からして、70％の方、いわゆる声なき声

を、切実な声を聞きたいという趣旨でもってアンケートを行うということで

予算計上したものです。主な経費といたしましては、高齢者ということもあ

りまして、往復はがきでもってアンケートをしたいなと思っております。そ

の郵便料が主なものでございます。対象者が意外と多くて9,053人ぐらいと

いうふうに見込んでおりますので、それだけで211万円いくというふうなこ

とになります。

それから次に、健やかコミュニティモデル地区育成事業費補助金というこ

とですけれども、これは予算補助金等関係資料の参考資料にも掲載しており

ますけれども、その中で釜臥パート２ということで、今年度もやられている

事業でありまして、冬場に釜臥山で子供、要するに老若男女問わずコミュニ

ケーションを図りながら子供の育成、コミュニティーの育成を図るという趣

旨のもとにやられる事業ということで、これやられている実施主体がむつ市
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勇気ランド子供教室ということで、千葉喜勢子さんという方が代表となって

おります。ただ、この財源につきましても、これは財団法人の地域社会福祉

振興団より100％補助というふうなことで事業として効果的というふうなこ

とで予算計上いたしております。

それから、青森県地域支え合い体制づくり事業費補助金でございます。こ

れにつきましては、平成23年度までは地域支援事業ということで、いわゆる

介護保険の特別会計の中で一定の持ち出しでもって事業を展開しておりまし

た。しかしながら、この事業も100％補助を受けるというふうな有効的な財

源活用が図られることがうちのほうでわかりましたもので、平成23年度に引

き続き改めて支え合い体制づくり事業費補助金ということで実施したもので

あります。

内容といたしましては、生活介護サポーター連絡協議会というのがありま

して、ここが実施主体で30人ほどで構成されておりまして、いろいろ道路等

のごみ拾い、あるいは昨今話題になりました除雪サービス等の支援もしたい

というふうな旨を伺っております。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 斉藤孝昭委員。

〇委員（斉藤孝昭） まず、そのニーズ調査の郵便代で約210万円ぐらいほと

んどかかるだろうという話でしたが、アンケート調査もそうなのですが、書

き物を答えて送り返してくださいということをやると、返信してくれない、

または記入が正確でない、さらに記入してくれたものの内容がよくわからな

いということで、また同じような繰り返しになるのが通常のパターンだと思

います。本気にこの敬老会をどうしたらいいかと、敬老会のあり方について

前向きに何かをしようというふうな考えがあるのであれば、やはり職員の皆

さんは一々敬老会の会合またはその集まりごとに出ていって汗を流すと、生

の声を聞いてくるというふうなことが経費の節減でもありますし、実際実に

なるというふうに思いますが、事務的にやりとりすることについて、私の話

を聞いてどのように思うのか、再度お聞きしたいと思います。

あとは、健やかコミュニティモデル事業釜臥パート２、今年もやったから

来年度もということでありますが、これはただのスキー教室ですよね。違い

ますか。100％補助だから来年度もやってもらうと、補助金がつくので継続

しようというふうなことだと思いますが、確かにお金を地域に落とすという

ことは悪いことではないと思いますが、実際では職員の皆さんが本当にどん

な事業をされていて、それが有効活用されているお金なのかということを確

認しているのかということが疑問になります。今の部長の答弁ですと、具体
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的にどんなことをしているのかよくわかりません。もう一度お答えを願いた

いと思います。

あわせて、支え合い体制づくり事業費補助金も、去年もやったということ

でありますが、具体的にどういうことなのか。ごみ拾いとか雪かきはボラン

ティアでも、お金がなくてもできると思います。もしこのお金が違うものに

使えるのであれば、当然検討が必要だと思いますが、いかがでしょうか。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） 敬老会の開催事業のニーズ調査の再質疑にお答

えいたします。

、 。現状の敬老会につきましては 社会福祉協議会のほうに委託しております

したがいまして、社会福祉協議会の職員から事業が終わった後、当然実績報

告等もいただいておりますので、その部分で問題点等ないのかというふうな

ことを我々としては一定のチェックをしているというふうなことです。そう

いう意味では、確かに我々自らが汗をかいていないと言われれば、確かにそ

れも一理ありますけれども、そういう意味では我々も敬老会、私もたまたま

市長の代理で行く場面もありますので、そういう部分も含めまして、何らか

の形でこちらからも顔を出すというふうなことを思慮していきたいと考えて

おります。

あと、それから残りのお尋ねにつきましては、ちょっと私のほうでも言葉

足らずだった部分もあるかと思いますので、担当課長からお答えさせます。

〇委員長（富岡 修） 介護福祉課長。

〇保健福祉部介護福祉課長（井田敦子） それでは、お答えいたします。

健やかコミュニティモデル地区育成事業費補助金のことですけれども、こ

の事業は、平成23年度申請しまして、そしてこの名前が長寿ソフト事業費補

助金というのですけれども、高齢者とそれから子供、世代間にわたって交流

するという、そういう目的の事業です。そして、その目的に合って、経費も

この補助金に当てはまるということで財団法人のほうで採択されたわけで

す。それをまた来年度申請しまして、そしてこれは採択になるかどうか、今

の時点ではわかりませんけれども、まず予算として計上しました。

中身なのですけれども、子供たち20人とか30人とかいるのですけれども、

高齢者、65歳以上の方が指導的な立場で子供たちに教えながら、はっきりし

た回数はわかりませんけれども、６回くらいそういうスキー教室を行って、

世代間交流を図るというような中身です。

そしてこれは、事業が終わると実績報告という形で市のほうでも精査して

おります。
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次が、地域支え合い体制づくり事業のことなのですけれども、この事業の

中身ですが、生活介護支援サポーターというのを平成21年度、平成22年度の

２年間で養成したのです。これも補助金を使って養成した方々なのですけれ

ども、その活動が平成23年度から始まりまして、今自主的に組織を立ち上げ

るところまでいきました。そして、先ほども申し上げたようにごみ拾いだと

か除雪もこれからできるかもしれないというところまでいっております。そ

して、平成24年度の事業なのですけれども、地域包括支援センターの地域活

動というのがあるのですけれども、そこに参加して高齢者の居場所づくりを

行う、それからもう一つは市内７カ所の集会所で介護予防の活動をするとい

うことで、その活動費としてこの補助金を使うということです。

以上です。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。中村正志委員。

〇委員（中村正志） 生活保護費、扶助費についてでありますが、扶助費年々

伸びております。予算に占める割合も非常に高いものになっておりますが、

この扶助費の低減のための対策や取り組みはどのように行っておりますか。

また、言葉は悪いですが、不正受給防止のための対策、取り組みはどのよう

にしておりますか。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） お答えいたします。

対策といいましても、なかなか抜本的な対策というのはございません。い

わゆる社会の写し鏡とも言える生活保護というふうなことの側面もあります

ので、なかなか決定打はございませんけれども、今市でやっている施策とい

うことで一つ言えば、就労支援員というのを設置いたしまして、ある程度そ

の被保護者の状況等を確認し、絞り込みをいたしまして、ハローワーク等へ

つなげる事業を展開しております。

あと、実際的な効果等につきましては、担当から補足説明いたさせます。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 生活福祉課長。

〇保健福祉部副理事・生活福祉課長（工藤利樹） お答えします。

就労支援に係ります具体的な中身でございますが、今現在就労支援の対象

になり得る方が150名おります。この150名の中の内訳ですが、そもそも稼働

年齢にある方ということでございますが、稼働年齢にありながら、その中で

阻害要因のある方が非常に高うございます。この阻害要因、疾病、それから

障害等になりますが、結果的に直接の就労支援で就職に結びつきそうな、現

実的に頑張っていただければ何とかなりそうだと、それから将来的に生活保
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護費の削減になるというような方が10名という数字が今現在の正直な数字で

ございます。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） もう一点、不正受給に対する対応というふうな

ことでございますけれども、基本的には例えば関西の圏域であるような暴力

団が介入しているようなケースというのはほとんどございません。ただ、実

際そういうふうな方とおぼしき場合は、すぐ警察等から照会をいただきまし

、 。て それなりの組織を脱退したのかどうか確認したうえで対処しております

また、実際生活保護を受けている途上でいろんな形で不正な受給が発覚し

た場合は、法に基づきまして、生活保護法でいうと第63条あるいは第78条と

いう法律になりますが、そういう法にのっとりまして、費用の返還、徴収を

いたしております。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。佐々木隆徳委員。

〇委員（佐々木隆徳） 中村委員と同様のお尋ねでありますけれども、生活保

護費の扶助費につきまして、毎回予算審査特別委員会では質疑になるわけで

すけれども、全国的な問題になっています。特に3.11以降の震災以後は急激

に増加しているというふうな形で報道等もされておりますし、その中で若年

層が特にふえていると。各公共団体であれば、財政負担もかなり大きくなっ

ていると。そこで、むつ市の現状につきまして、ここ二、三年の推移、増加

傾向はわかりますけれども、人数なりパーセントがありましたら、二、三年

程度で結構ですから、伺いたいと思います。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） お答えいたします。

まず、3.11以降の動きということで申し上げますと、被災地からむつ市に

来られまして、生活保護を申請したケースは１件もございません。ただ、若

者の部分につきましては、明確な分析というのはしておりませんけれども、

特にそれは普通の一般論としてもいわゆる仕事を失って生活保護を申請せざ

るを得ないというふうな事情は数年前からありますので、特に3.11以降特化

してそれがふえたとかという傾向はないものと認識しております。

あと、保護費の保護率等の状況につきましては、担当から説明いたさせま

すけれども、まず直近の数字につきましては、保護人員は1,747人、保護率

は28.84パーミルと、要するに1,000人当たりでこのぐらいいるというふうな

ことになります。過去二、三年の推移につきましては、担当よりご説明いた
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させます。

〇委員長（富岡 修） 生活福祉課長。

〇保健福祉部副理事・生活福祉課長（工藤利樹） 過去二、三年の生活保護の

、 、 、 。世帯数 人数 保護率でございますが 平成21年末以降をお話しいたします

平成21年度は、世帯数が1,178世帯、人員が1,664人、保護率は26.12パーミ

ル、それから平成22年度ですが、世帯数が1,212世帯、人員が1,698人、保護

率が27.94パーミル、それから平成23年度、今年度の８月末ですが、世帯数

が1,260世帯、人員が1,757人、それから保護率が28.99パーミルというふう

なことで、少しずつでございますが、伸びてきてございます。ただ、今年度

の傾向といたしまして、昨年度末より人員が今現在減っております。そうい

う傾向にもございます。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 佐々木隆徳委員。

〇委員（佐々木隆徳） 先ほどの説明、就労の可能性のある方10名という説明

ありましたけれども、今まで不正受給というふうな言葉を使うのはなんです

けれども、追跡調査等は市としては行っているのか。それから、一たん受給

した方が働くなどして受給しなくなった例というふうなことは何件かあるの

か、その点について伺います。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

（ ） 、〇保健福祉部長 松尾秀一 追跡調査についてのお尋ねと思いますけれども

例えばパチンコ屋さんに出入りしているとかというのもありますけれども、

それについても例えば我々が公務中にパチンコ屋さんに張りつくということ

もなかなか難しいものがあります。というのも、またパチンコ屋さんに対す

る営業妨害というふうな部分もございますので、なかなか難しいものがあり

ます。

また、夜間、その保護者を待ち伏せしたり張ったりするというのもなかな

か現実的にはハードワークになりますので、職員の構成上、それもまたいか

がなものかという視点もございますので、そこら辺はある程度訪問の頻度を

重ねて、相手の状況等を観察しながら見きわめているという状況にあります

ので、ご理解賜りたいと存じます。

〇委員長（富岡 修） 生活福祉課長。

〇保健福祉部副理事・生活福祉課長（工藤利樹） 就職に結びついた例でござ

いますが、先ほどの10名のうち１名、最近ハローワークとの連携により何と

か就職できてございます。

それから、平成22年度の実績でございますが、就労につながる支援をする
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べき扶助費、生業扶助費でございますが、この中で危険物取扱者が昨年度は

４件、それから電気通信工事責任者の資格のために支給している方１件、そ

れからボイラーマン１件、２級建築士定期講習１件、それから高等技術専門

校１件、それから主に高校卒業生でございますが、運転免許証７件というふ

うなことで、これが直接将来的な就労のために支給されているというふうな

ことでございます。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 佐々木隆徳委員。

〇委員（佐々木隆徳） 先ほどの部長の答弁ですけれども、つい二、三日前、

テレビの報道の中で、日曜日だと思いますけれども、たまたま一つの大阪の

例ですけれども、私今言っているのは、むつ市でやれというふうな話ではあ

りませんから。警察のＯＢを再雇用して、パチンコ屋、また遊技場といいま

、 、 、すか そういったところに出入りしているというふうな密告 投書等があり

それで調査しているというふうな内容の報道番組がありまして、その旨で今

お尋ねしたわけですけれども、そこで社会状況等もありますけれども、今後

の受給者の見通し等について、市としての考え方を伺いたいと思います。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） 基本的には、これは全国的な傾向かと思います

、 。 、 、けれども 人口は減っていきます ただし 高齢者がふえていくという中で

では生活保護はどうなるのかという部分がございます。ですから、まだ国策

として決定はしておりませんけれども、今盛んに社会保障と税の一体改革な

る成案も出ていますので、そのあたりがどういうふうな形になるのか、私ど

もでは不透明な部分もありますので、言明はできませんけれども、いずれに

いたしましてもむつ市の場合は合併をいたしました。そして、逆に保護率と

いうのは実は高くなっているわけです。したがいまして、今後ともその部分

につきましては、いろんな形でトータルサポートを心がけながら、何とか保

護を受けないで生活ができるような施策というふうなことを考えていきたい

なというふうに考えております。

また、先ほどの元警察官の雇用等につきましては、我々も内部協議として

は考慮、協議したことはございます。ただ、身分上の問題、あるいは当然任

用ということになりますと、給与的な、報酬的な話も出てきますので、その

あたりにつきましては、今後の検討課題ということで考えております。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。半田義秋委員。

〇委員（半田義秋） 私も扶助費について若干お尋ねしたいと思います。
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この親子のきずな、子が親の面倒を見ない、それから家族のきずな、兄弟

が兄、弟の面倒を見ない、これがこの今の現代の仕組み、当然これは生活保

護世帯がふえるはずです。昔なら子は親の面倒を見るのが当然、当たり前だ

と言われていましたけれども、今は子供たちはそんな気は恐らく私は義務と

してそういう観念は持っていないと思うのです。そこで私が聞きたいのは、

生活扶助費と医療扶助費、これは比例するのです。なぜかというと、体が悪

。 、 、 、いから生活保護を受けるのだと 結局病院に通う 薬を飲む 結構治っても

こういう言い方は少しあれかもわからないけれども、生活保護をもらうため

にはどうしてもこれは病院に行かなければだめなのです。そこで私が言いた

いのは、この医療扶助の９億7,000万円、これは大体人数として生活扶助の

人たちと大体同じで比例しているでしょう。その点ひとつお聞きしたい。

〇委員長（富岡 修） 生活福祉課長。

〇保健福祉部副理事・生活福祉課長（工藤利樹） 委員おっしゃるとおりでご

ざいまして、医療扶助費、それから生活扶助費、いずれも高い割合を当然占

めてございます。積算するに当たっては、この医療扶助費、実は入院、それ

から一般に言う外来ですが、調剤の薬局も含めてむつ市が10割の保険者にな

っておりますので、それが診療報酬として毎月請求がございます。それの数

字、細かい数字を平均でとりましたり、それから直近、最近の伸びを見まし

て、それで算出してございます。

ちなみに、医療扶助費を利用する人数は、ちょっと今ここに資料なくて正

確な数字ははっきりしませんが、1,300人程度が毎月医療扶助を利用してい

るというふうに記憶してございます。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 半田義秋委員。

〇委員（半田義秋） あと２回質疑できるので、今度は観点を変えます。

憲法でこれは人間は最低限度の生活を保障されています。そこで、この扶

助費というのが生まれてきたわけなのですけれども、最低限度の生活という

のはどの程度までなものか。要するに、生活保護をもらっている人はどこま

で許せるのか、生活として。例えばテレビを持てるのか、車を持てるのか、

電話を持てるのか、その点をお聞きします。というのは、要するにまじめに

年金を払っている人が、今２カ月で五、六万円なのです。月にすれば３万円

か４万円です。それが生活保護世帯は10万円のお金をもらうと。余りにもお

かしいのではないかと言う人たちがいて、やっぱり生活保護をもらっている

人の生活をつぶさに見ているわけなのです。あそこはペットを飼っていると

か、そういう話まで我々の耳に入るのですけれども、そういう点については
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ペットなんかというのも果たしていいものかどうなのか、その点ちょっと教

えてください。

それから、もう一つ財産、生活保護をもらっている人は、財産はどの程度

まで保有できるのか、それとも全く保有できないものなのか、その点も教え

てください。

〇委員長（富岡 修） 生活福祉課長。

〇保健福祉部副理事・生活福祉課長（工藤利樹） お答えいたします。

どの程度の生活の状況が最低生活なのかという、まずこの点でございます

が、最低生活に関しましては、憲法で規定されております。その憲法に従い

まして、国民は最低生活水準を維持する権利を有するというふうなことがあ

りまして、生活保護法というふうなところに来てございます。この生活保護

上では、最低生活限度というものを毎年毎年お金に換算するための基準をつ

くってございます。例えば１人単身世帯であれば生活費とか、ほかの扶助費

をどのくらい支給するのかというふうな基準がございます。そういうふうな

ことをお金に換算しまして、この方の世帯が最低生活を送るためにこのくら

いの額が最低生活だというふうなことで、お金にかえた形で計算することに

なってございます。その中で、今度は財産の部分ですが、財産に関しまして

は、そのお金に換算されている扶助費で計算したトータルを超えた場合は最

低生活水準を維持できるというふうなことになりますので、その水準を超え

ているか超えていないかで要否判定をすることとなってございます。

ちなみに、例を申し上げますと、例えば今は預貯金が数万円しかなくて、

最低生活水準を維持できないレベルの生活なのだけれども、後々例えば保険

を解約したら200万円だったら200万円ご本人にわたるとなれば、その生活の

維持をするのに足るというふうなことになりますので、長年生活保護を受け

、 、ている方であれば またそれ以上の生活保護費が支給されてございますので

それを返還金ということで返していただくことにはなりますが、その最低生

活を営むための基準というのがお金で換算するようなことになってございま

す。

それから電話、ペット等でございますが、私たちが一般の社会生活を送る

に当たって、財産とかそういうふうなのに還元できるようなものでないもの

で、一般的に要は嗜好品だとかぜいたく品だとかというものに当たらなけれ

ば全部認められることになってございます。

以上です。

〇委員長（富岡 修） 半田義秋委員。

〇委員（半田義秋） わかりました。要するに余り普通の生活と変わらないと
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いうことですね、我々の生活と。

それで、これは我々議員にも本当に言えることだけれども、この生活保護

を受けるに当たって、民生委員に本当はお願いして、その民生委員が行って

皆さんにお願いすると。それで後で調査をして認可がおりるというのが手順

なわけなのですけれども、私も議員、おかげさまで12年やらせていただきま

したが、私どもも生活保護を受けたいから、ひとつ頼むという人も、私12年

やって四、五人おりました。中には二、三人お願いしておりますけれども、

いやいや笑っている場合ではない。皆そうだと思う。胸に手を当てれば必ず

あるはずだ。特にそれを職にしているところ等もあるので。そういう手順を

踏んでやっぱりやるべき。私も今後は襟を正してそういうことはしたくない

なと、そういうふうに思っておりますけれども、この順序、手順についてひ

とつお願いいたします。どのようにするのか。

〇委員長（富岡 修） 生活福祉課長。

〇保健福祉部副理事・生活福祉課長（工藤利樹） 生活保護の給付するまでの

流れですが、まず生活に困窮しているというふうな状況をご本人、また周り

の方が見ます。そうすると、電話あるいは直接こちらに来られて相談、そし

て電話で受けてこちらのほうから行く場合もございます。その中で生活保護

の先ほどお話しした最低生活水準に基準として、その方がどういう状況にあ

るかというふうなことをお聞きして、それで本人の申請の意思を確認した後

申請していただくという流れになります。そして申請しますと、ご本人の資

産とか、それから扶養親族の援助なり求めることが可能なのかというふうな

ことで、そういうふうなことを調査いたしまして、最終的には預貯金等も調

査しまして、先ほどの生活水準に比較して、それ以下であるか、それ以上で

あるかで要否判定をしてございます。

以上です。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。大瀧次男委員。

〇委員（大瀧次男） 45ページの保育所費についてお尋ねをいたします。

直営の保育所が現在４カ所でございますけれども、この４カ所について指

定管理にするのか、それとも今後そういう予定があるか。

それともう一点は、市内に待機児童を持つ保護者がいないかどうかお知ら

せを願います。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） 大瀧委員のお尋ねにお答えいたします。

、 、 、 、公立保育所 現在むつ市の場合は新町保育所 横迎町保育所 緑町保育所

大畑中央保育所と４カ所あるわけですが、それを指定管理にしたらどうかと
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いうふうな趣旨かと思いますけれども、実は現在実際に正職員として働いて

いる保育士さんが現存しております。ということは、その辺の人事的な処遇

も出てまいりますので、効率化のために指定管理というふうなことにはなか

なか簡単には至らない部分もあるかと思います。したがいまして、そこの部

分については将来的な方向性としては視野に考えることもあろうかと思いま

すけれども、現段階では考えておりません。

またもう一つは、今保育の再編計画というものを定めておりまして、大畑

中央保育所は別にいたしまして、現在市内の３保育所につきましては、かな

り建物も老朽化しておりますし、また実際その３カ所が全部借地、個人から

借りた借地でもって運営しているというふうな事情もありますので、なかな

かその辺も一筋縄ではいかないという部分もございます。したがいまして、

いずれはこの３つを例えば２つにして統合するとかというふうなことは保育

再編計画の中では方向性としては出しております。来年度以降に向けて、そ

の辺は徐々にアクションを起こしていかなければならない時期かと思いま

す。というのは、保育士さんの年齢もだんだん高齢化してきてまいりました

ので、その辺も含めまして、保育所の再編については近々アクションを起こ

さなければならないなというふうに考えております。

それから、待機児童でございますけれども、都市部で懸念されております

ような待機児童というのは現実的にはありません。ただし、いわゆる保育に

欠ける状態というふうに福祉的には言うのですが、例えばこれからパートで

もいいから働くかもしれないから申し込みをするというふうな方も一応待機

児童というふうな扱いとしておりますので、そういう部分では数名ではござ

いますけれどもおります。ただ、現実的に都会のような形で本当に困ってい

るというふうなことは、今のところはさほど例がないというふうな現状でご

ざいます。

以上でございます。

〇委員長（富岡 修） 大瀧次男委員。

〇委員（大瀧次男） 今市内３カ所の保育所、かなり老朽化をしているという

ことですけれども、本当にひどい老朽化だと思います。私の孫も保育所に行

っておりますけれども、駐車場が入っていくところが狭い、そして建物は非

常に、普通あれ鉄筋コンクリートだと耐震性がなくて、もう壊さなければな

らないというような古い建物でございます。子供はむつ市の宝だといつも市

長が言っておりますけれども、その割には施設が、立派にしろというわけで

はないのですけれども、それなりの環境の中で保育をしないと、やはり子供

にこれからの影響があると思いますので、今までの民間移譲した保育所の場
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合は全部市のほうでいろいろな形で補修、改修をして民間移譲しているとい

うことがあるわけですので、やはり市内３カ所についても多少の修理修繕、

そういうのをひとつお願いいたしたいと、このように思います。

それとあと待機児童の関係ですけれども、市内の定員が、例えば200人だ

と、入所希望が200人だということになると待機ではない、全部間に合うわ

けですけれども、では全部遠いところ、仕事の関係、いろいろな関係で、こ

こに行きたい、そこに行きたいといった場合には、やはり余ってくるのでは

ないかなと。そこのところはどうでしょう。

〇委員長（富岡 修） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） 待機児童の定義というのは、あくまでも保育所

を申し込みして、それに対して需要にこたえられないというふうなことでご

ざいまして、特別例えば好きな、指名した保育所に入れない人については待

機児童というふうには言わないというふうな解釈をしてございますので、ご

理解賜りたいと存じます。

〇委員長（富岡 修） 大瀧次男委員。

〇委員（大瀧次男） 保育所に入れるというのは、どうしてもやはり仕事の関

係だとか、通勤にいいというふうな形で入れる親御さんが多いわけですけれ

、 、 、ども 全体の中で 恐らく定員割れしているところもあるのではないかなと

こう思います。そういう場合には、やはり多少の定員の移動も考えてもいい

のではないかなと、こう何人かのお母さん、父兄の方から言われた経緯もあ

りますので、ぜひこれからはそういう大きい形の中でひとつ検討をしていた

だければと、このように思います。

終わります。

〇委員長（富岡 修） ほかに質疑ありませんか。

（ なし」の声あり）「

〇委員長（富岡 修） 質疑なしと認めます。これで第３款民生費についての

質疑を終わります。

この際、お諮りいたします。本日の審査はこの程度にとどめ、次回は３月

７日午前10時より、この場において審査を続行したいと思いますが、これに

ご異議ありませんか。

（ 異議なし」の声あり）「

〇委員長（富岡 修） ご異議なしと認め、そのように決定いたします。

本日は、これで散会いたします。

（午後 ４時３１分 散会）
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